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Ｌ第１８会期の統計委員会は，統計局顧問クラウス・モーサー卿（ＳｉｒＣｌａｕｓＭｏｓ－

ｅｒ）（英国）が準備した社会・人口統計体系（ＳＳＤＳ）の可能な利用法と有効性につ

いての報告を考察したL'１委員会朧SSDSの基本的性格とその可能な利駐を明ら力にする
ため，この報告を満場一致で推薦し，こんごの作業はこの基本的枠組とこれらの可能な利用

法を心に留めて着手されるべきことに合意した。

同時に，委員会は，この作業の内容と方向が全体的な見通しから見て再吟味されるべきで

あり，明瞭な優先順位と目標が設定されるべきであると考えた。ヨーロッパ統計家会議（Ｃ

ＥＳ）は，その第２３回総会で，社会・人口および関連統計の統合にかんして，現在までに

仕上げられた作業，準備中の作業，それに各国の作業とについての体系的な再吟味に裏づけ

られた，全体的戦略が必要であることを認めた.(2)ヨーロッパ統計家会議は，次回の会合で

の検討のためにＳＳＤＳにかんする作業部会によって，今後の作業のための戦略が起草され

ることを求めた。統計委員会の，国際統計事業計画及び調整にかんする作業部会は，その第

６回会議において，この戦略報告が第１９会期の統計委員会にもまた提出されることに同意

した.１３１

２．本報告は，これらの要請に応じて提出されるものである。これは，この分野と関連分野に

おける各国および国際的な努力を背景とした，現在までの展開ならびに現在進行中の作業を

再吟味し，これからの作業がとりうる方向を探究する。本報告は究極の目標に関してなんら

勧告はしていない。なぜならば，社会・人口統計の開発，統合，利用についての各国のアプ

ローチは，その方法，手法，重点，適用範囲，実際の適用，においてかなり相異するからで

ある。むしろ，本報告は，より大がかりな統合，分析上の可能性，政策的関連（Ｐｏｌｉｃｙ

ｒｅｌｅｖａｎｃｅ）にむけての開発の何らかの方向を構想するものであり，その方向に移行

するための戦略を，理論上の展開と実際上の実験とを共に戦略に結びつけて提案している。

３．本報告は三つの部分に分かれている。第一の部分は，今日までの社会・人口統計体系の開

発にかんする作業の進展を再吟味して，広い意味でのこんごの可能な開発の方向を示唆する。

第二の部分は，連係（ｌｉｎｋａｇｅ）およびその基礎にある概念，定義，分類にかんする諸問

題を一層詳細にとりあげている。第三の部分は，進行中の努力と将来の作業が有効にと

るであろう方向の両面から実験的施行（ｅｍｐｉｒｉｃａｌｉｍｐｌｅｍｅｎｔａｔｉｏｎ）を

論ずる。三つの付録のうち，第一は，ＳＳＤＳに関する作業の歴史的発達を，第二は，Ｓ

ＳＤＳに関連したヨーロッパ統計家会議および国連統計局の過去と将来の作業プログラムの

要素を，第三は，現存のおよびかつて提案された分類体系を，それぞれ要約している。
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Ｉ統計委員会の活動

4．委員会はＳＳＤＳの展開の経過にあらわれたＳＳＤＳについての選択すべき概念を考察し，

それらの選択に照してこれからの作業においてとられる方向について意見を述べたい。とり

わけ，委員会はつぎのことを勧告したい。

（a）作業を実施する上で，また，関係する国際諸機関の間でと，各国統計局との間の調整を

確保するうえでもっとも有効な方法。

（b）優先順位をおくべき作業

Ｈ社会・人口統計の統合にかんする作業の進展

5．国連統計局は６年以上にわたって，その期間の大部分とヨーロッパ統計家会議およびその

他の国際機関とともに社会・人口統計体系にかんする作業にたずさわってきた。この領域で

の作業が始められたとき，社会分野に関して，経済分野での国民勘定体系（ＳＮＡ）に匹敵

しうるものを作り出すことができるのではないかという期待がいくらかあった。このことにも

とづいて問題となる統計の主要部分とそれらに関する勧告が「社会・人口統計体系」と呼ば

れたのであった。

６しかし，国民勘定・バランス体系（ｔｈｅｓｙｓｔｅｍｏｆｎａｔｉｏｎａｌａｃｃｏｕｎｔｓ

ａｎｄｂａｌａｎｃｅｓ）に求められている問題と社会・人口統計･の領域でのそれとの間には重要

なちがいがあることははじめから明らかであった。

経済の領域では貨幣価値が自然の計算法を与え，また取引が自然の計算単位である。社会

の領域では比較可能な計算法は存在しない。人々の属性や特徴というものは明らかに重要な

ものであってＳＳＤＳの開発のなかで注意は人含に集中されてきた。しかし，人々の属性や

特徴というものは貨幣価値が与えるような容易な集計や要約という便利な性質を持っていな

い。社会的，人口統計的属性は必然的に多次元的である。そのうえ，社会的，人口統計的

分野では，これまで経済データについていえた以上に著しく，関’Ｍ３非集計的データ，すな

わち人口の分布状態あるいは特定の小グループ又は特定の政策課題に向けられている。
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７．この分野での初期の作業の多くは，体系開発のこの問題にあてられた。経済勘定に匹敵し

うるような社会勘定を開発することができるだろうと思われた。作業が進むにつれて国際機

関，各国統計局および個人研究者の間では明確に定義された一連の社会勘定を開発するとい

う当初の期待は除々に修正されてきた。同時に，作業の範囲も拡大され，主として，人口一

教育一就業の系列に限定された初期の着想には含まれない多くの領域を包含するようになっ

た。こうした経過のなかで，選ばれるべきいくつかの､のが探求されはじめた。

８．選ばれた一つは「社会指標の動き」と呼ばれてきたものであった。このアプローチの提案

者は包括的で組立てられた範囲にわたる目標を大部分断念して，社会的問題のそれぞれにつ

いて指標が求められている個々の領域を確認しようと努めている。社会指標にかんする作業

を特徴づけているのは，関連はあるが同じではない二つの流れである。第一の流れはそれぞ

れ確認された問題領域における相対的には集計量的な測度－これは国民勘定の主要な集計量

と比較しうるものである-を求めるものである｣4）第二の流れは,集計量的指標だけでは

必要をみたさないという見地にたってそれぞれの問題の様々な面について多くの測度を提供

するものである。提出される指標の広さと多様性が増えてゆくにつれ面指標の動きのこの分

枝は除々に社会.人口統計の主要部分を完全にお麹ようになってゆく』5）

９．多くの点でこの後者のアプローチに似てはいるが，別の方向から問題に手を着けているも

のとして，多様な社会の分野におけるあらゆる基礎データを体系化することがなによりも先

ず，問題であるとみる考えの一派がある。この派の人々は，経済勘定の有用性の多くを，そ

の形式的な計算上の枠組とは全く別に，かつては丁度現在の社会データと同じように異質

で組織化されていなかった経済データについて，概念，定義，分類の標準化を余儀なくさせた

ところに置いている。同様の標準化が社会の領域での作業計画において重要な要素となるで

あろう。

どの領域においても統計家は理論家よりはるかに先んじることはできないが，合理的に組

織され首尾一貫したデータの主要部分を準備することにより理論的前進を助けることができ

る。そして形式化された計算上の枠組がなくても系統化されたデータは立案者や政策作成者

の要求に大いに役立つであろう。

10．社会統計にかんする国際的な作業の重点はこの方向に移行しつつあったのである。ＳＳＤ

Ｓにかんする作業の当初から，それは何なのか，どの程度新しいものなのか，社会統計にお

ける他の活動とどのように関係するのか，国民勘定・バランスと同じ意味でいやしくも一つ

の体系であるのかどうか，をめぐってはっきりしない点があった。作業がすすむにつれて

教育と就業に，入り，経過し，それを終える人口の流れに基本的にかかわる一連のマトリク

スという当初の概念は，広いが全体的な総合化、少ないものへと発展した。これはもはや全
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くあるいは主としてすら，マトリクスあるいは勘定では示されないものである。関J凶工特定

の分析手段の独特の利用という点から，データの首尾一貫した組織化の可能性という方向へ

変化した。重点のこの変化はＣ・モーサー卿によって具体化された。彼は，ＳＳＤＳの基本

的要素は(a)包括性（b)人間に関すること（c)ストックのほかに粗・純フローおよび生活過

程（ｌｉｆｅｓｅｑｕｅｎｃｅ）を含むこと（｡)共通の，あるいはすくなくとも整合的な分類，

定義，概念（e)体系の各部門間および部門内部そして，国民勘定・バランスとの明白な連係

であることを指定した。彼は以下のように述べている。「ＳＳＤＳの「新しさ」は（｡)およ

び(e)を広い範囲にわたって適用することにある。（a)に関していえば，社会統計家はＳＳＤ

Ｓのことを聞き知っていると否とにかかわらず当然，包括的な社会統計を生産するように努

力する。（b)に関していえば，社会統計家は当然人々にかかわるのであって自らのはげみ

としてＳＳＤＳを必要とするわけてない。(c)に関していえば，これは全くなんら新しいこと

ではない。もっとも大部分の統計体系はフローにかんするデータよりもストックに関するデ

ータを生産するよううまく組み立てられるのであるが。生活過程のデータは供給源の点から

は過度の要求であり大部分の国にとってはいくらかぜいたくなことかも知れない。そのうえ，

それらは方向がほとんど「分枝」しない単純な場合にだけ満足できるものである。しか

し，共通のあるいは整合的な分類のネット・ワーク(｡)および連係のネット・ワーク(e)の必要

性は，一つの体系を築き上げるときにはじめてあらわれる。そして，このことは一組の統計

表を決定するときと同じように個人別のデータ・ファイルの編成を決めるときにもあてはま

る。したがって，このこと，すなわちデータを組立てるための諸原則を社会データの全域に

適用することこそがほかならぬＳＳＤＳなのである。学者ぶるならば，ＳＳＤＳの第一の字

義はシステム（ｓｙｓｔｅｍ）を表わすよりむしろ，組織化すること（ｓｙｓｔｅｍａｔｉｚａｔｉｏｎ）

を表わしているとするほうがよいかも知れない。

もちろんそのすべてに実際的意味を与えるためには，現実のデータや統計表に戻らねばな

らない。しかし，「体系の見地」（ｓｙｓｔｅｍ－ａｓｐｅｃｔ）は特定のデータや統計表にある

よりむしろ，これらの諸原則の適用にこそあるのである。もし，これが一致した取扱い方に

なるならば諸原則を適用するよbか､方法と優失順位を，各国がその特別の必要性に応じて，選

ぶのは当然のことである｣ＩＰ

１Ｌこの見解は，発展途上国の社会統計および社会・人口統計体系を考察するために，１９７５
（７）

年11月ニューヨークで会合した専門家部会の議論のなかで一そう明瞭になった。モーサーが

示唆したように「システム」という言葉ＩＣついて望んでいたよりも一そう厳密な解釈を作り

出したというのがこの部会の一致した意見であった。

この作業の性格にかんして展開しつつある国際的な諸見解を心に留めながら，彼等は，国
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民勘定体系と類似した体系というよりは，むしろ社会統計を展開しﾉそして総合するための枠組

の体系であるという考えこそが一層適切な概念であると考えた。全面的な接近方法は，統一

された体系の中の一連のサブ･システムの精巧さにではなく，むしろ社会統計を統合するた

めの枠組として，共通の分類および他のものとの連係の工夫を通して統一された統計のいく

つかの関連分野を指示することにあるべきである。この目的に即して，彼等は考察しつつあ

った報告書ＳＴ／ＥＳＡ／ＳＴＡＴ，８６のタイトルが「発展途上国の社会・人口統計体

系草案」から「発展途上国の社会統計の統合と分析のための枠組」に変更されるべきこと，

そして，「システム」および「サブ･システム」という言葉は「枠組」（ｆｒａｍｅｗｏｒｋ）

「関連分野」（ｆｉｅｌｄ）にそれぞれ置き換えられるぺきことに合意した。

１２社会統計の統合と分析のための枠組の核心は（この専門家部会によって提案された用語を

用いるなら）概念，分類，定義および連係にある。前述のとおり，社会データは集計されな

い形において重要であることが多い。さらに，いまだ予想しえない要求をデータが満たすよ

うに枠組の融通性を保持するところに主要な関心が存する。したがって統合はさまざまな統

計の分野における概念と分類体系の間の関連を指定することにより達成されねばならない。

13．このような諸関連の統合は報告単位の共通の定義，共通の分類変量，標準分類のカテゴリ

ーそして最後に結局，これら共通の諸概念の適用にもとづく諸連係のなかに見出されうる。

報告単位に関して言えば，あらゆる社会データは人々と関係しているという莫然とした観念

を越えて，どんな人々と関係しているのかを，すなわち様々な分野の統計を横断して整合的

に定義される個人，家族，世帯を指定することが必要である。また，ある場合には人盈と基

本的に関係があるとはいえ，地理的単位（都市，行政区域），事業所タイプの単位（学校，

病院）などの，ほかの報告単位が必要とされることもある。年令，性，場所およびその他と

いった若干の属性は社会統計のあらゆる分野にとって重要である。普遍的な適用可能性（と

は云え，もちろん，国ごとに異なるであろうが）というこの特徴を共有する諸属性を指定す

ることが必要である。そのほかの属性はただ一つあるいは二三の分野においてだけ重要であ

る。それらはまた共通分類ともそれらが類似の属性に関係する他の分野の特殊分類とも整合的

であるような仕方で指定され，分類されねばならない。

重要な属性のうちのあるものは他の領域の統計，とくに，国民勘定・パランス体系や所得，

消費そして蓄積の配分についての統計に関係するであろう。ここで再び定義と分類の整合

性が保持されねばならない。設計された分類体系はすべて，本性上，階層的にないujJllFit欠に

まとめあげられるものでなければならない。これによって特別の領域で必要とされる著しく

詳細な分類を，さほどの詳細さを要求されない場合でも,比較可能性を失なうことなしにまと

めあげて利用することができる。一つの集計様式よりも多くのものが必要とされているよう
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なときには，分類体系における最'｣､の単位がそれを可能とするように定義され指定されてい

なければならない。

14.種台のデータ素子（ｄａｔａｅｌｅｍｅｎｔ）と，人口グループとそれに関連する政策課題

の間の連結がつくりあげられうるのは，定義と分類における整合性を達成することによって

である。消費者および生産者として経済取引に従事する人々は社会的．人口統計的属性を持

つのと同じ人々である。もし彼等が整合的に定義され分類され指定されるならば，彼等の経

済活動とその社会的属性，活動とを結びつけることができる。同様にして異なる種類の社会

データの間で連結が可能である。これによって諸変量_そのいくつかは第IV章でかんたんに

述べられている一の間の関係についての幾種類もの分析が可能となる。たとえば，100万

人以上の都市に住んでいる４０才から５０才の婦人の労働への参加は，たとえばこのグルー

プに属する婦人１．０００人あたりの出産児数，子供の現在年令この婦人の学歴，彼等の世

帯収入や児童保護施設と結びつけて検討されうる。５才以下の児童の健康問題は，彼等の世帯

の大人達の収入，職業，教育，その住宅条件や保護サービスの利用砺誰と関連づけて検討さ

れうる。分類は，何よりも先ず，単一の分野の問題に関心をもつ専門家によって作成されね

ばならないこと明白である。統合の機能は諸分野の間の整合性を確保するため諸分野を結び

つけるところにある。いったんこれがなされると可能な連係はあまり多数なので指定できな

くなる。このことはもちろん，可能なあらゆる連係が，統計表の形での多段階の組合せ分類

の方向で展開されねばならないとか展開すべきであるとか云うことを意味しない。表による

表章は何らかの特別な必要性に応じて設計されるぺきである。分析表は分析目的をもつべき

である。そしてもつとも一般的な要約の範囲を越えて,今力ら５年後いや５ケ月後に了つ(`てﾌﾟﾌﾟう,ど

んな分析目的力泌要庭なるかについては誰も正確に予言しえまい。連係ということの意味は，

データが処理されるさいの集計上の最小単位であるデータ素子に対して定義と分類の整合性

が適用されるぺきであるということである。データがそれが収集される形で貯えられている

ところでは個々の観察結果は関連するあらゆる分類によって指定されうる。貯えられる前に

データについていくらか集計が行われるているところではそれぞれの小区切（ｃｅｌｌ）が集

計されたように指定される。このようにして必要とされる分析表でも要約表でも何でも要求

に応じて作りうるし別の源泉からのデータ素子をお互いに関連させることもできる。

'５．幾組もの分類体系をその概念や定義と共に開発する作業は決してささいなものではない。

収集される社会情報が社会政策の企画や評価にとって有益なものであるべきとするならば，

定義と分鰯まそれら力邇用される社会の指定された社会的関係を反映しなければならない。要

求されるデータは求められている政策課題に関連するものであり，政策上の解答を明確に述

べるのに直接に適用可能なものでなければならない。
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しかし，この他にそれらは経験による観察結果にもとづくぺきである。定義側目操作的な

ものであるべきである，すなわち実務上，誤解をまねく情報に帰着することのない明瞭さを

必要とする。そのうえ実際のデータを検討してはじめて，一方で，実質のない又はささいな

分類を指定したり，他方，全く異質なデータ集計したりすることを回避しうる。開発される

分類体系は鎧小阪の数のカテゴリーによって，しかもつねに指定されたカテゴリーの同質性

とカテゴリーを見分ける操作上の便利さとに，注意を払いながら，データの重要な特徴を述

べることを目ざすべきである。現在ならびに将来にわたり適用可能性をもつということを主

要な基準とするぺきである。特定の主題分野にとっての分類，定義の適合性と他の分野にと

っての整合性の要求との間には避けがたいトレード・オフが存する。経験だけがどのような

妥協案が最適であるかを決めることができる。

16．必要とされる諸変量の指定および諸分類の特定にかんして，また，可能ないくつかの特定

の連係をいくらか詳しく展開することにかんして，すでに多くの作業が行われてきた。技術

報告書「社会・人口統計体系の方向」Ｃ､ＴｏｗａｒｄｓａＳｙｓｔｅｍｏｆＳｏｃｉａｌａｎｄ

ＤｅｍｏｇraphioSt…ti…）81ｒ社会指標にかんするｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ草案ｗＤｒ－
ａｆｔｇｌｉｄｅｌｉｎｅｓｏｎｓｏｃｉａｌｉｎｄｉｃａｔｏｒｓ､､）（Ｅ/ＣＮ３/488〕,廃展途上

国のための社会統計(Q統合と分,iTの枠組」（ｕＡｆｒａｍｅｗｏｒｋｆｏｒｔｈｅｉｎｔｅｇｒａｔ－

ｉｏｎａｎｄａｎａＶｓｉｓｏｆｓｏｃｉａｌｓｔａｔｉｓｔｉｃｓｆｏｒｄｅｖｅｌｏｐｉｎｇｃｏ

ｕｎｔｒｉｅｓＪ（Ｅ／ＣＮ，３／４９０）が，今日までに統計局でなされた作業を概括して

いる。ヨーロッパ統計家会議はいくつかの文書を準備したし，いくつかの会合をこのテーマ

に当ててきた。また他の地域でもそれは議論されてきた。その上，多くの会合が社会統計の

特定の分野にかんして開催されてきた。開催された諸会合およびそのために準備された諸資

料のリストは付録Ⅱにあげてある。この活動の結果としていろいろな分類が提案されたしあ

る場合にはまた特定の用途のために採用された。それらの分類のいくつかは付録Ⅲに収録さ

れている。

'7．社会・人口統計の統合のための枠組にかんする今後の作業は二つの道をたどることが予想

されよう。一方では，付録Ⅲの吟味から明らかなように，概念，定義，分類の分野において，

もし，それらが上に概説した基準をみたさなければならないとしたら，なさるべき多くのこ

とが残っている。他方，経験的な証1処が著しく必要である。いろいろの国において，様々の

連係を明確に説明するため，またすくなくとも限られた領域に枠組を適用するための試みが

なされてきた。これらの試みの結果は評価され統合されることが必要であり，また，なお一

層の経験が蓄積される必要がある。

この報告の残りはこれらのテーマにかんする議論にあてられるであろう。
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注

(4)たとえば次を見よ。ＮｅｓｔｏｒＥ・Ｔｅｒｌｅｃｋｉ，「生活の質の改善：合衆国におけ

る可能性の推定，１９７４年～１９８３」，国民計画協会（ワシントン），１９７５．

「日本の社会指標」国民生活審議会研究委員会，日本（東京），１９７４，ＤＶｂＭｃ－

Ｇｒａｎａｈａｎ他，「社会経済的発展の内容と測定」国連社会開発調査協会レポート妬

７０．３，ジュネーヴ，１９７０，Ｐｒａｅｇｅｒ，ニューヨーク，１９７２

(5)たとえば次をみよ。

ＥｌｅａｎｏｒＢ･ＳｈｅｌｄｏｎａｎｄＷｉｌｂｅｒｔＥ、Ｍｏｏｒｅ，ｅｄｓ．

「社会変化の指標」（ＮｅｗＹｏｒｋ，ＲｕｓｕｅｌｌＳａｇｅＦｏｕｎｄａｔｉｏｎ，１９６８），

英国中央統計局，「社会の趨勢」（年報）

各国および国際的な作業のなかで提案された社会指標へのいろいろな接近は委員会の

前に別の報告文書蘆「社会指標にかんするガイドライン草案」（Ｅ／ＣＮ、３／４８８）の

なかで吟味されている。

(6)ＳＴ／ＥＳＡ／ＳＴＡＴ、７５，ｐａｒａ、２１

(7)この専門家部会のレポート，ＥＳＡ／ＳＴＡＴ／ＡＣ、３／２は,背景文書として委員会

メンバーには利用可能である。

(8)国連刊行物，ｓａｌｅｓ妬．７４ＸＶＩ１．８

Ｍ分類、定義、連係の展開

１８社会統計を組織する問題を，主として，ストックとフローのマトリクスに使用される分析

モデルの開発という初期の方向で考えるにしても，整合的なデータ・ベースの確立というも

つと最近に展開している方向で考えるにしても，とにかく定義と分類の準備および報告単位

の指定ということが第一の要件である。

伝統的な社会統計からこの「枠組」を区別するものは，入念の社会的関係についての情報

である社会統計がデータのただ一つの一体的な組織体（ｓｉｎｇｌｅｃｏｈｅｒｅｎｔｂｏｄｙ）

を構成すべきであるという考えである。社会統計はあれこれの形で長い間利用されてきた。

しかし通常それらは，それぞれある特別の（しばしば全く限定された）用途にのみ関心をも

つ多くの別々の行政単位によって収集されてきた。従来，ある特別の領域で生じるデータを

別の特別の領域で生じているデータと関連づけることは非常にむずかしいことであった。た

とえば，何が正確に世帯を構成するのかにかんして，多くの場合，全く歴史的偶然に起因す
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る定義にはわずかづつちがいがある。ある場合には，世帯収入，他の場合には家族収入とい

う異なった分類変量が用いられる。分類変量の等級には様占な差異があり，年令のグループ

分けの不一致はもっとも御しがたい問題の一つである。多くの場合，そのちがいはどの特定

の分野においても何らかの分析上の必要の結果ではない。むしろ，それらは調整をする

ための必要な努力がいままでなかったから存在しているのである。

19．なるほど，云うまでもなく，－そう詳細な分類は関連分野のなかでよりも特定の分野の内

部で必要とされることが多いであろう。たとえば，人口統計学者は1才きざみの年令につい

てのデータを必要とするがほかの多くの分野ではもっと広い間隔のもので足りる。しかし，

より広い分類がより細かい分類を集計することによって得られると云うやり方で分類体系を

構成することは必要なことである。たとえば，１才きざゑで年令が分類されるならば，まず

５才間隔のなかにふくみこみそのあとで５才より広いカテゴリーにふくみこみうる。しかし，

３才間隔基準の分類は，こういう案には全く適合しないであろう。選択される中間的グルー

プ分けが３才か４才かあるいは５才かということはたぶん，大部分の分析上の目的にとって

は大した問題ではないであろう。しかし，社会・人口統計の同種の共通の部分に対するすべ

ての貢献者が，一つの選択をし,遵守するということが非常に重要なのである。

20．社会統計をぱらぱらの断片から首尾一貫した構成物に転換する連係は，一国の社会経済統

計の全域にわたって前述のような整合的な定義と分類を適用することにかかっている。それ

は，たとえば学歴および収入別の職業というような，ある特定領域の変量と他の領域の変量

との組合せ分類に限定されない。より基本的な意味では，ある事柄の諸側面がその他の領域

と直接的であれ間接的であれ，構成体の一部として関係しているときに諸連係が生まれる。

これらの場合には，組合せ分類以上のものが含意されている。ある部門の分類および概念と

他の部門のそれらとの間には，直接的な重複があるかも知れない。たとえば食糧消費は収入

と消費の研究とも栄養と健康の研究とも大いに関連している。犯罪の犠牲にもとづく損害あ

るいは死亡は犠牲の研究にとっても健康の研究にとっても重要である。連係の第三のカテゴ

リーは縦の線に沿ったもの（ｌｏｎｇｉｔｕｄｉｎａｌ）であり多様な活動に入り，経過し，これ

をやめる人々の流れを追跡する。ＳＳＤＳの初期の概念が主として指向されたのはストック

とフローのマトリクスによって例示されるこのようなタイプの連係に対してであって，この

場合の連係は用いられる不変推移係数（ｃｏｎｓｔａｎｔｔｒａｎｓｉｔｉｏｎｃｏｅｆｆｉｃｉｅｎｔ）

によって与えられていた。云うまでもなく，これらのタイプの連係はすぺて，社会の分野の

なかだけでなく他の大部分の統計の分野ともかかわって開発されうるであろう。

２１．どの方面においても共通の概念，定義，分類が必要であることについてはなんら問題はな

いように思える。すくなくとも，最初にこのような分類，定義，概念を仕上げることは専門
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グループに委託されるべきであるという一般的合意があるように思える。しかし，専門グル

ープは彼等の関心が互いにぶつかるとき，そしてとくに，ある特定領域以外でも使用される

「共通」の分類について合意に達するときに召集されることが必要である。

付録に入れてある資料が示しているように，この問題についてはすでに多大の努力がはら

われてきた。しかしまた，まだ道の遠いことも資料は示している。今までなされてきた作

業の一つの結果として,各国間の制度上のちがいのためIこ少くとも近い将来において若干の

分類については国際標準を容易に発展させえないという一つの認識がある。しかしまた，こ

れらの領域では，各国の整合的な標準を発展させることと，それら標準が依ることのできる

国際的な基準を議論することとが重要であるという認識もある。このこと自体は巨大な一歩

前進である。

22．国際的な合意が実際的目的になっていると思われる領域では，できるだけ早くそれを達成

して，国ごとの異なった標準が増加するのを最小限にするよう努力するのは十分理由がある

ことである。この目的のためには，種々の専門部会で作成された現存の分類は，たんにそれ

が開発された特殊領域での利用者にとってだけでなく，あらゆる利用者にとっての適合性と

いう観点から綿密に検討されるべきである。究極の目的は，考察される各分類変数ごとに多

段階の位階的分類体系をつくり，これを，どのレベノレかが指定されることで，すぺての関心

ある利用者の必要に応えうるものとすることにおかれるべきである。そのためには国際機関

の専門スタッフとこの分類を利用したいと思っている人々から成る作業部会とからの助力を

必要としよう。

経済の領域ですでに存在しているのと同様の国際標準を採用することは多くの領域におい

て恐らく正当な目標であろう。

23.分類諸体系は，それに関係する社会や諸問題に生じる通常の諸変化とともに変化すること

が認識されるべきである。だから，たとえば２０年前の産業分類はこの期間に重要になった

工程や生産物を含む現代の産業を分類するには適しない。同様に環境とかエネルギーという

ような問題についての新たな関心によって関連情報に対する新しい連係とともに新しいタイ

プのデータの収集と新しい分類体系を必要とすることになった。しかしながら，分類体系は

生きており絶えず変化するものであるという事実は，それに傾注することが急速に時代おく

れになることを意味しない。ある時点で利用できるデータと存在する問題とに関連している

論理的で整合的な分類体系がひとたび開発されるならば，それを新しいタイプの情報と新し

い関心事に適応させるために修正したり改作したりするのは，はるかに容易な作業である。

たいていの知的努力のなかには，一歩づつﾀﾋﾟ【識の累加的蓄積を増してゆく学習過程が含意さ

れているものだからである。
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24.以下の節ではある特定の領域についての分類の開発の際に生じた諸問題を論ずる。主とし

て付録Ⅱにリストされている多くの会合で持ち出された諸論点を報告するが，議論はまだま

だ完全なＩＤのではない。

社会統計のデータ・ベースに含まれるすべての変量について系統的に考察するにはどうして

も広範囲にわたることを要する。しかし，これはこの報告資料の範囲をこえる。それはこれ

からの作業にとってふさわしい計画である。

Ａ人口統計的変数

25．年齢年齢は－次元的であり，基数として測定可能なので，より単純な社会的変数のひと

つである。しかし，その重要性の故に相反する多くの分類が存在する。利用者は誰でも年齢

分類なしには人口についての資料を用いることはできないが，基準がなければ多様な相互に

矛盾した利用をもたらしてしまう。このことはまた，分類が整合的であっても連係が単純

なところではデータの主要部分を関係づけることを困難にする。年齢分類の問題は，ＳＳＤ

ＳについてのＣＥＳ作業部会の第５回会議で考察された。そこでの結論は付録Ⅲに再褐して

ある』9）しかしながら,明らかにこの提案は,他の現存する諸勧告-例えば人口セソサス

に関する勧告一と矛盾し，また人口の分野以外一例えば教育や健康に関係する分野一におい

てさえ多くの分析的必要にこたえていない。この矛盾はこの分類をあらゆる分野に共通な分

類の最小限の集合にしようという特別な意図の下に作られたことから生じている。しかしこ

のような相矛盾した目的は調和させられなければならない。上に述べたように，１年単位の

年齢から出発して，すべての利用者に役に立つ位階的年齢構成についての合意が必要なので

ある。合意はまた，どのように年齢をはかるか，つまり年初，年末，満年齢のいずれではか

るかなどについても必要である。もちろんこれらの問題はどれも，もともと処理しにくいも

のではないのであって，合意に達することを除けば問題の殆んどは困難ではない。

26.世帯および家族家族および世帯についての適当な概念と分類を作り上げることは，多年

の重要問題であった。論争は多くの国で核家族という概念が有効であるか仁関してである。

しかしながら，１９７０年前後のセンサスのために核家族について大きさ及び類型による分

類が勧告された。この分野での今後の作業は，家族や世帯の概念，戸主や世帯主という副次

的概念を調和させることに向けられるぺきである。この調整は，各国がいづれか適切な概念

を使用できる仕方で，しかし家族のデータをそれが得られたところでのデータにふくみこむ

ことができるような仕方で行なわれねばならない。分類はまた，家族や世帯の類型や構成に

ついても必要である。
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２７．国家的または民族的起源この領域での分類の作成は，国際的活動には適当でないことが

一般に認められている。というのは，この問題に対する各国の関心が非常にちがうからであ

る。しかしながら各国は，ａ）認定の基礎として，法律上の国籍と出生国のいずれをとるか，

そしてｂ）人種，色，言語，宗教ないし習慣に基づいて国家的と民族的集団のいずれを認定

しなければならないか，について，その国の一貫性をはかるように努めなければならない。

28．社会・経済的階層あるいは地位この分野では，標準分類の作成が何ほどか考えられる以

前に，理論と経験の両レベルでさらに多くの作業が必要である。こういった分類が有益であ

ることは直感的に理解できるのであるが，この概念は，通常ややあいまいである。というの

はそれは通常人権的起源の何らかの組合せとして考えられているからである。現実に実行可

能な正確な定義へ到達する過程をうながすためには，経験的な試みの結果を分析する必要が

ある。このような分析では(a)どのようなデータが収集可能で，(b)それぞれの定義がどのよう

な差異をもたらすか，が明らかにされるべきである。

Ｂ経済分類

２９．国民勘定・バランス体系と工業生産高や国際貿易などの他の経済データの発展がより高

度な段階にあるため，社会データに影響を与える経済分類は多くの点ですでにかなり発展し

ている。しかしこれらの分類は，主として経済分析での利用との関係で開発されてきており

社会問題へのその利用の見地から再検討されるぺきである。

３０政府及び非営利的支出の目的別分類委員会に提出中の新たな「政府の目的分類の詳細草

案」`､Ｄｒａｆｄｅｔａｉｌｉｎｇｏｆｔｈｅｃｌａｓｓｉｆｉｃａｔｉｏｎｏｆｐｕｒｐｏｓｅｓｏｆ

ｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔ､｡）（Ｅ／ＣＮ、３／４７９）は，社会一とくIこ社会保障と福祉サービスに

かかわるかぎりで－を分析する必要と密接に関連づけることを意図している。この草案はこ

の点に関する妥当性という見地から吟味されるべきである。私的非営利団体については，余

り詳しくはない分類がすでにＳＮＡの中にある。この分野での今後の作業の有効性や試験的

応用が考慮されるぺきである。

３'、所得・消費・蓄積及び純資産公刊のために改訂中の「所得，消費及び蓄積の配分につい

ての統計体系案」（“Ｄｒａｆｔｓｙｓｔｅｍｏｆｓｔａｔｉｓｔｉｃｓｏｆｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ

ｏｆｉｎｃｏｍｅ，ｃｏｎｓｕｍｐｔｉｏｎａｎｄａｃｃｕｍｕｌａｔｉｏｎ鰯）（Ｅ／ＣＮ、３／425）

は，国民勘定・バランス体系に含まれているこの領域の分類をかなり拡張している。この文

書が提案している分類は，明らかに社会分析の目的のために作られている。今後の作業は，

（a)分類の実用性を評価するための試験的試みおよび，(b)そこで提案されている構成概念のい
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くつか，とくに「国民の総消費」および配分のいろいろな尺度，についてさらに細かに規定

すること，にあてられるのが妥当であろう。

32．所得稼得活動および無活動者労働参加（ｌａｂｏｕｒｆｏｒｃｅｐａｒｔｉｃｉｐａｔｉｏｎ）

の定義は，もちろん長い間経済学者たちを悩ましてきた問題であり，なおほんとうに納得の

いく解決が見い出されてはいない問題である。付録Ⅱに書きとめたように，ＩＬＯと（ＣＥ

Ｓ）の合同の会合がこの領域でのＩＬＯの勧告を再検討しようとしている。しかし社会的見

地からすれば，必要な分類体系は，次の点に特別の注意を払いつつ通常の経済的範嶬を超え

ていなければならない。すなわち組織された労働市場に属さない人口の部公すなわち不完全

雇用者，パートタイマー，失業者だけでなく限界労働者，家族労働者，自営農民また婦人や

児童，彼らの支払いおよび不払い労働の分類。そして若年のため，老年のため，傷害のため

全く働いていない者の性格。経済的活動人口の中では，職業と産業による分類についての合

意が必要である。

33．社会保障と福祉体系政府支出の目的別分類との関連で上に述べた支出の問題のほかに，

この領域での計画の内容，つまり設備，援助あるいはサービスのタイプに注意を向ける必要

がある。適切な分類が，関連する国民勘定の概念と分類，全商品とサービスの国際標準分類

（ＩＣＧＳ）そしてデータの利用可能性に照らして考慮されなければならない。

Ｃ地理的分類

34．地域国以下の地理的領域の定義は，もちろん，個々の国盈が扱う問題でなければならな

い。それにもかかわらず地域的に小区分するときに依拠すぺき原則についていくつかの注意

を促しておくこともまた有効である。政治的，行政的区分のためのデータの重要性は明らか

であるが，それを整合的な基礎の上で得ることは必ずしも容易でない。ＳＳＤＳについての

ＣＥＳの作業部会はその第５回会議で，整合的でない行政的データの源泉を調整することに

重点がおかれるぺきとの結論を確認した。また，分類を非常に小さな領域から積み上げるこ

との有効性も強調された。地域コード化についての広範な理論が展開されてきており，いく

つかの国では小地域データについての経験の積み重ねをもっている。これらの経険は，提案

されている方法の適用可能性に関してそれが一般的な結論をもたらすものであるかどうかを

知るために検討されるぺきである。

３５．地点の規模と類型「ＳＳＤＳの方向」は，この分類を都市と農村地域への区分に限定し

ている。ＳＳＤＳについてのＣＥＳの作業部会は，このような単純化された二元分類は多く

の目的にとっては不十分であり，他のさまざまな区別の基準，例えば規模，就業構造，世帯
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構造，などが考慮されなければならないことに合意した。社会指標についての作業では，「

地点の規模と類型」という分類が導入されてきている。このような分類は，規模の基準を都

市化地域ないし行政の単一あるいは複数の単位という基準と結びつけることができる。多く

のぱあい，中心都市と周辺地域を別含に指定することは重要である。多くの規模による階級

や分類が可能である。規模階級についてある一般的な規模を採用し，これを適用すれば，こ

れらにもとづく統計の分析や国際比較が非常に容易になるであろう。それぞれの区分点で前

の区分の倍となる，人口数の規模階級における等比数列を使うことによっても，分析は容易

になる。この領域の分類と定義は，１９８０年前後のセンサスにむけて作り上げられる勧告

に照らして考察されるべきである。

Ｄ時間

36.時間の使用は，貨幣的尺度が適切でない多くの領域における社会活動の尺度として明確な

可能性をもっており，この点で時間配分（ｔｉｍｅ－ｂｕｄｇｅｔ）の分類の作成に多くの関心が

払われてきた。しかし，適用可能な方法論，概念や分類それに実際での検定は，なお非常に

初歩的段階にある。ＳＳＤＳとの関係での時間と時間配分に関する技術的覚え書きが，１９

７４年９月に開かれた文化統計についてのユネスコとＣＥＳの合同会議のために，スウェー

デンの国立中央統計局によって用意された。この覚え書（ＵＮＥＳＣＯ：ＣＥＳ／ＡＣ､４５

／５）は，時間配分データの収集埒U用への諸アプローチおよびＳＳＤＳにおけるその役割を

検討し，それらが関係する全ての統計分野への統合化を勧告している。この会議は時間配分

調査についての会議を１９７７から１９８０年のあいだに召集することを勧告し，ヨーロッ

パ統計家会議はこれに同意した。この会議では，個々の分野に適合した分類，方法論，デー

タの源泉，そしてそれらが統一的な方法論とデータ収集計画にどの程度依存しているかを考

察することになっている。

Ｅその他の特殊分野の分類

37．学習活動および教育サービスこの分類はこれまで多くの関心と多くの作業の対象であ

り，国際標準教育分類（ＩＳＣＥＤ）をユネスコが近を採用しようとしている。ＩＳＣＥＤ

の適用について１９７６年４月のユネスコとＣＥＳの合同会議が考察している。今までのＩ

ＳＣＥＤに関する作業においては，主たる注意は教育分野の特別な必要にむけられ，関連分

野でのその有効性には余りむけられてこなかった。後者についての作業が今後必要である。
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38．保健と保健サービスこの領域での会議はヨーロッパ統計家会議と世界保健機構のヨーロ

ッパ地域事務局との後援で１９７６／７７年に予定されており，その前の会議は数年前に開

かれた｡この分野は広く，施設の費用や類型の分類から病気傷害の分類にまでわたっている。

関係分野との統計的なJ､合性をもたせる必要に対しては，比較的わずかの注意しか向けられ

なかったようである。社会政策目的のためにはＪ健康上の制約のため特に社会的な関心事で

ある集団を指定する単純な分類は大いに有効であろう。もしこのような分類が開発されるな

ら次回の会議で検討することができる。

39．住宅とその環境この問題は，１９７６年末に開催されるヨーロッパ統計家会議と住宅・

建物および計画に関するＥＣＥ委員会とが共同して開く住宅・建物および計画統計に関す愚

専門家部会によって考察されるであろう。この領域は，拡張や関係領域の他、分類との統合の

余地がある。１９７５年１１月に開かれた開発途上諸国の社会統計についての専門家部会会

議にみられるように，住居の空間的見地については，それが交通機関への近さ，環境汚染

それにエネルギー消費といった問題に関係しているので，多くの関心がよせられている。同

時に，物的設備，保有それに金融といったより伝統的な領域でも作業がなされねばならない。

40．公共秩序と安全犯罪，被害者，損害，判決，施設それに告訴された犯罪の処置について

の簡単化された概念や分類は，ヨーロッパ統計家会議が１９７７年か１９７８年に開催しよ

うとしている犯罪及び裁判統計についての会議で考察されるであろう。犠牲といった領域で

は国レベルの作業が進められているが，公共的安全と犯罪とその他の社会統計の領域のデー

タとの連係についての国際的な考察はほとんどなされていない。

Ｆ発展途上国の特殊な要求

４１．１９７５年１１月に開かれた発展途上国のための社会統計とＳＳＤＳに関する専門家部会

は，発展途上国で使うのに適した広い範囲にわたる共通概念，分類および定義を開発するこ

との重要性に同意した。現在の国際的ガイドラインは，付録Ⅲに示されているように，ほん

のわずかの場合にだけ，特に発展途上国の立場からとりあげられているにすぎない。この領

域での今後の作業は，発展途上国が，このガイドラインを自国の実､情や資金力等に適合さ

せるさいにとる方法を指示したり，国際的レベルで今後どのような発展が望ましいかを考察

するという形をとるであろう。

注

９）社会・人口統計体系についての作業部会，第５回会議（１９７５年４月２８日～５月
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２日）の報告（ＣＥＳ／ＷＰ、３４／１８，第１８節）

Ⅳ社会人口統計の統合化のための枠組の

実施

42．実行可能なものと有用なものの両方を確定するための，経験的な検定が第２番目に重要な

ことがらである。今後しばらくの間枠組とその一部を試験的に実行することが，個々の国の

自国統計に関する活動とならねばならない。この点で，「実施」を，いろいろなレベルで検

討することができる。統計官庁で行なわれる開発に関する作業の多くは，特にそれを考慮し

て行っていない場合でも，枠組と調和している。特別な処理の仕方に対して一般的系統的な

ものを選ぶという意味を除けば，枠組は社会統計の発展のための他の戦略に対して択一的関

係にあるものではない。しかし枠組は，食い違い，重複，矛盾その他を計るも①さしとして

有効である。この枠組が統計の整合性を拡大するという作用はＳＳＤＳの側面の一つとして

各国が最もひんぱんにふれている点であり，この面での各国の経験を検討することは有益で

あろう。

43．より分析的なレベルでは，部門にせよ時間にせよ，データの体系化によって可能となる連

係の利用については比較的わずかな試みしか報告されていない。多くの関心は本来的な人口

一学習一稼得の系列に向けられてきた，そして明らかにＳＳＤＳを志向して行なわれてきた

試験的作業が現われたのはこの領域である。いくつかの国は，この系列(Q中の少なくとも一

側面についての作業を報告しており，そのなかでも人口あるいは教育が最も多い。とくにふ

れておかねばならないのは，ＳＳＤＳに関するＣＥＳの作業部会の報告者グループの仕事に

ついてであり，それは活動的系列の作成と試験を行っている。

44．今後の実験が有効であると思われるいくつかの領域について，以下に簡単にふれておく。

議論は３つの部分に分かれている。第一は，特定の小領域ないしグループへの適用，第二は

特別な構成概念の開発，そして第三は分析技術をそれぞれ取り扱う。

且特定領域における応用

45．政策対象集団（ｃｌｉｅｎｔｇｒｏｕｐｓ）クラウス･モーサー卿も指摘したよう

に，社会政策作成者はさまざまな政策が人口の特別な部分に及ぼす作用にしばしば関心をも

っている。そして彼にとって最も興味あることは，政策と計画の相互作用でありそれらが相

互に補完したり重複したりする仕方である。人口の同じ部分に向けられたさまざまな政府機
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関の諸政策の調整には，サービスの費用，受ける側の構成，そして彼らに及ぼすlEi8i篭の影響に

ついての総合的なデータが必要となろう。異なった諸政策が相互に矛盾しているとかそれら

の間に食い違いがあることが実際に見出されるのである。

46．これに関してとりあげなければならない集団としては，恵まれない児童と母親，失業者，

施設収容者及び非活動人口，老齢者，国民や民族の集団，恵まれない地区の住民や貧者があ

る。このアプローチの目的は，さまざまな集団の生活条件や資産についての関連統計を，各

集団に影響を与える政策の案内となるように，各集団についてと，各集団が利用可能な，そ

して各集団が使用した金融その他の資金等について包括的で総合的な姿を明らかにするよう

な形で整備することである。

47．従来の統計では，さまざまな目標集団が程度の差はあれしばしば同一視されているのであ

るが分類や定義などが現状のままであれば，それらの集まりの中からいろいろな集団に対す
〃

る統一的な表形式を抽出することはしばしば不可能である。特殊な政策対象集団に関心を

もつ人々がしばしば新しいデータの源泉，特に多目的調査や縦の線にそった研究（１ｏｎｇ－

ｉｔｕｄｉｎａｌｓｔｕｄｉｅｓ）の必要性を強調するのはこのためである。しかしこの種の分析

目的の多くは，分類や定義に合うように現在の源泉を修正することによって達成できる。

48．社会福祉勘定統計委員会はその第１８回総会で，またＣＥＳのＳＳＤＳに関する作業部

会はその第５回会議で，社会サービス勘定の開発に関心を示した。後者の関心の方向でＣＥ

Ｓの作業部会は，この領域で作業する報告者グループをもっている。モーサーはまた，この

ような勘定の有効性に注目し，それらが経済情報という見出しをとるとしても,それが意味す

るよりもつと先までいくべきであると指摘している。分析は，特定の政策対象集団に

たし､する資金等､投入とサービスの産出という形ですすめられなければならない。その本質的

部分は国家と地域の両方のレベルで，特定のサービスの適格性とこれらのサービスの現実的

収縮を分析することであろう。

49．注意を集中しているこの領域は，社会的サービスに投下される資金等とその利益や受益者と

の間の関連と，とくに人口の同じ集団にたし､する異なったサービスの相互作用とについての

よりすぐれた`情報を求めている多くの諸国にとって，政策的必要という点で意味をもってい

る。さらに，統計的には，他の統計体系，とくに国民勘定・バランスとの結びつきが最も強

いところから出発することは意味がある。この領域はまた，国民勘定の福祉的次元について

の現在の関心，また所得分配についての作業にも非常にかかわりが深い。

５０．時間配分上に述べたように，この領域の作業はやっと始まったばかりである。しかしな

がらいろいろな国で試験的な作業は進められている。すなわち幾多の国に及ぶ広範な研究が，

１９６４年から１９７２年にかけてヨーロッパ共同社会科学研究資料センター（ｔｈｅＥｕ－
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ｒｏＰｅａｎＣｏ－ｏｒｄｉｎａｔｉｏｎＣｅｎｔｅｒｆｏｒＲｅｓｅａｒｃｈａｎｄＤｏｃｕｍｅｎｔａ－

ｔｉｏｐｍＳｏ…，Ｓ､ien…)の支持で遂行されたＩＤ

この作業の一部は，国民勘定・バランスの福祉的補足についての論文（Ｅ/ＣＮｂ３／４７７）

の中で，また統計委員会でも再検討された。今後の試みは非常に有効であろう。

Ｂ特定範囲の構成

５１社会指標問題分野と人口集団のいずれの点から考えているとしても，多くの興味をひく

結果の一つのタイプは，社会指標の編成である。もととなる統計的基礎が確固としていれば

いるほど（つまり，系列的にもまた分類的にも統合化が大きく進んでいればいるほど），社

会指標は，それらが政策立案，社会分析，目標設定あるいは一般的理解のいずれに用いられ

るにしても，より秀れたしの，より包括的なもの，より整合的で比較可能なものとなること

は明らかである。社会指標の選定と編成は，国および国際的レベルの両方で広範な議論を呼

び起こしてきた。とくに全体的枠組みにたいして社会指標を連結させる程度，社会指標を編

成する上でとられる細分化の程度，そして社会的分野における政府の計画や決定への社会指

標のかかわりの程度が考察されてきた。

52．「社会指標についてのガイドライン案」（唾Ｄｒａｆｔｇｕｉｄｅｌｉｎｅｏｎｓｏｃｉａｌ

ｉｎｄｉｃａｔｏｒｓ､、）（Ｅ／ＣＮ、３／４８８）及び統計委員会でとられているアプローチ

は実用主義的なものである。勧告された社会指標の唯一の好ましいリストを，国際的レベル

で提案することはできないし，提案されるぺきではない。というのは，データの利用可能性

および優先順位は各国間で広く異なっており，社会理論や測定技術の発展は比較的初歩的な

段階にあるからである。それにもかかわらず枠組の論理的構造に依拠して，社会指標の何ら

かの発展方向を示すことができるよう。「ガイドライン案」の付録は，それぞれの分野での

実例的指標の範囲を設定する見出しとして「ＳＳＤＳの方向」の社会問題を利用している。

基礎的社会問題を選んだことは，潜在的な公共利益にかかわる一般的事柄を反映してはいる

が，標準や規準をあるいは政府の政策についての一般的合意があることをさえ意味しようと

するものではない。とはいえ，取り上げられる問題は一般に，ＯＥＣＤのほとんどの加盟国

政府によって合意された社会問題と同じである。この選択は例示的であることだけを意図し

ている。個盈の国々が行なうどのような選択も，基礎となる統計が概念的にさらに発展させ

られ，問題の優先順位が変化するので，現実には多くの実用的調整が行なわれることになる。

53．明らかに興味がもたれていることは，福祉の基本条件を識るための社会指標の選択と開発

福祉を規定する基礎的状況や要因にかかわる追加的指標の開発である。このことは，しばし
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ば広く散在し，同質的でない現存資料を利用者のために選択し体系化することを含んでいる。

社会統計の資料の源泉と方法の現状を前提すれば，統合的枠組は,それがたとえ有効な方法

で実施されなくても，この資料がどのようにしてかくと<できるかを示す点で有益である。

このように社会指標は，社会的に方向づけられた統計を，利用者の目的のために要約する手

段として理解されている。この目的については，各国が現存する利用の形と社会統計の発展

にもとづいて，高低いづれかの優先順位をつけている。利用者を統合化された枠組や関係概

念の開発に深くかかわらせることは有効である。これによって彼らは，社会人口統計にたい

するこの種のアプローチの開発とその適用から利益を得るからである。

54．選択，実用性そして基礎的統計や分類等との整合性，について考察することは，社会指標

に関する作業の中でも最も重要な仕事である。したがって，いろいろな実質的分野で会合を

もっている個交の作業部会や専門家部会に委託作業のひとつとして適当な例示的指標の規定

を求めることは有効であろう。このことはそれらの指標が利用の形と社会統計が変化発展す

るとともに，そして方法とデータの利用可能性が改善されるとともに，継続的に変化，発展

するであろうという認識に立っていっていることである。

55．福祉的尺度統計委員会は，国民勘定・バランスを補う福祉的尺度を構成することの可能

性についての報告（Ｅ／ＣＮ・３／４７７）及び１９７６年３月のニューヨークでのこの問

題に関する会合での専門家グループの結論の要約（Ｅ／ＣＮ、３／４７７／Ａｄｄ、１）を

審議中である。これまでのところ社会指標についての作業は，主として社会統計のさまざま

な分野の既存の概念，分類及び収集方法の範囲内で行なわれてきた。Ｅ／ＣＮ、３／４７７

にとりあげられている形の福祉的測度を社会統計を統合化するための枠組みとの関連で考察

することによって社会統計の統合化および福祉面での経済統計を強化することができ，この

アプローチに新しい次元を開くことができるだろう。

56．生活の可能性いろいろなことを達成する可能性あるいは出来事の可能性によって，わか

りやすい方法で人口に関連する非常に多くの基礎統計を有効に要約することができるし，し

ばしば政策にとって大きな意味をもつことにもなる。この種の可能性の例としては，教育の

可能性，大犯罪を犯すか又は被害者となる可能性，さまざまな慢性的あるいは急性の病気に

なる可能性，収入の可能性，離婚の可能性，等含がある。生活の可能性は本質的に確率的で

あるから，ある特定の制約の下では，それらはマルコフ過程分析と同様である。そして「Ｓ

ＳＤＳの方向」の第３部と国連人口部の「人口の趨勢の規定要因と結果」（Ｄｅｔｅｒｍｉｎ－

ａｎｔｓａｎｄＣｏｎｓｅｑｕｅｎｃｅｓｏｆＰｏｐｕｌａｔｉｏｎＴｒｅｎｄｓ）とにおけるこの手

法の議論の中で多くの例がとりあげられている!、
アメリカについて生涯所得のいくつかの推定を個人研究者が行なっており，教育生活の試

算をユネスコは行なってきた（未公刊）。「健康な生活の可能性」（､`ＩＤｘｐｅｃｔａｔｉｏｎ
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ｏｆａｈｅａｌｔｈｙｌｉｆｅＪは，しばしば一つの社会指標としてしばしばとりあげられ

てきている。

Ｃ分析の手法

57．もちろん，社会・人口統計データに適用できるし，しばしば適用されている多くの選択す

べき分析手法，そして多くの選択すべきモデルがある。本節の目的は，そのいくつかの可能

性に簡単に注目することにある。これは決して包括的なリストではなく，種々の手法のいく

つかの主要な特徴を示す以外のものではありえない。これは現存する手法の種類を示すこと

を意図しているのであって，諸手法について何らかの評価を下そうとするものではない。

58．マルコフ過程分析ＳＳＤＳの最初の着想では，ただ一つの分析手法の利用しか考えられ

ていなかった。すなわち，このデータ体系の第一の目的は，このモデルに投入物を提供する

ことであると考えられていたのである。マルコフ過程分析一ストックとフローのマトリクス

への推移確率マトリクスの適用一の基本的特徴は，正式には，「ＳＳＤＳの方向」の第Ⅶ章

に示されており，そこでかなり詳しく解明されている。この手法は人口モデルにしばしば用

いられている手法に似ている。しかし「ＳＳＤＳの方向」では研究中のモデルにおいてこの

手法が課する制約が受け入れられさえすれば，種々の特徴をもち異なった環境の下にある人

間のストックとフローをふくむどのようなデータに対してもこの手法が適用できるように単

純化され_般化されている。この制約とは，推移確率の不変性，二つ以上の連続的な時期に

むすびつけることの不可能，適応しうる変数及び分岐経路数の制限という仮定である。

59．統計局によるこの手法の応用例は未だ比較的わずかしかない。しかし二，三の国が実際に

利用している最も見込みのある領域は，人のストックとフローの関係であり，教育を受

けに入り，経過し，教育を終える関係（オランダとアルゼンチン），職に就き，就業中であ

り，職を止める関係（オランダ），教育と雇用との間の関係（アルゼンチン），都市部と郡

部と地域との間の関係（ハンガリー），以上に加えて人と世帯の所得と消費の上での位置と，

所得と消費の再分配と深く関連した応用（英国），である。

60．回帰モデルすぺての社会科学においておそらく最も広く用いられている道具である回帰

の手法についての説明はここでは必要あるまい。それが最も広汎に発展したのは，エコノメ

トリツクな利用に関してであるが，非経済的な社会的分野に生じる非スカラー変数及び類似

の問題に対してはうまく作りあげられた手法がある。マルコフ過程分析と比較すると，回帰

モデルはいくつかの制約をゆるめ，他の制約を課す。利用可能の方法は多数の変数と時期と

を扱うであろうが，それらは，問題の関係を関数の形で指定することと，変数の独立性及び
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それらの影響の加法性の仮定をふくんでいる。

61．もちろん回帰分析には大変多くの変種がある。一歩づつの手続きが，時々，新しい変数を

分析に導入した効果を検査するために用いられる。ミシガン大学で開発されたＡＩＤ（自動

的相互作用検出一ＡｕｔｏｍａｔｉｃｌｎｔｅｒａｃｔｉｏｎＤｅｔｅｃｔｉｏｎ）計画のような，い

くつかの回帰の手法はデータの集まりを各ステップごとに説明される変数にもとづいて，連

続的な部分集団に分割することによって分析する。そのような手法はどんな変数，どんな分

類が分析的に意味をもつのかを決定するために，データの諸集団を探究するのに有効である。

62．シミュレーション工学と物理学とでながく用いられてきたシミュレーションの手法は，

人口モデルとの関係で社会科学にはじめ適用された。この手法は集計のどのレベル

においても適用されうるのであるが，殆んどの社会科学的適用は高度に非集計的なデータの

利用を伴っている。この手法は，集計的諸変量の動きを（確率基準で）予測することにもとづ

いている。集計量は，シュミレーションが行なわれたのちに諸単位についての結果を合計す

ることによって得られる。一つの標本の個々の要素の動向Iいつう理論的には（必ずしも統

計的にではないが），集計量の動向を分析するよりも単純である。というのは，母集団の構

成内の構造的変化の問題一「集計の問題」を回避するからである。しかし，データーと計算

と－は基本的にはより大きな量を要求している。

63．シュミレーションは，マルコ過程分析が企だてられてきたのと同じ種類の多くの問題にう

まく適用される。これはアメリカ合衆国では，人口のモデル作成，出生，死亡，結婚の分析，

富の世代間の移動の追跡に用いられてきたし，メキシコでは，教育要求の分析に用いられて

きた。

64．成因分析観測された変化に関して，これをもたらしたと考えられる種々の因果的要因の貢

献を認定しようとするこの手法は，主として経済成長の決定要因の分析に用いられてきた。

しかしながら，この手法は社会的分野では広く適用可能である。その最も普通の形では，

成因分析は，ある変数で起ったであろう変化についてのデータを「標準化する」手法を用い

る。かくして，例えば，異なった年令分布をもつ二つの母集団を比較するときに，年令が行

動に影響を及ぼす重要な要因であるなら，年令構成は，母集団を同じ年今グループに分割す

ること，そして年令分布の影響を除去するために，両方の母集団における年令グループを再

び結びつけるための一団のウエイトを適用することとによって標準化される。いくつかの異

なった変数を標準化することによって，標準化されない変数の影響が観測されうる。因子あ

るいは成因分析のより一般的な形では，諸変数を，それらの相互関係に基いて成因グループ

（あるいは「諸因子」）にグループ分けするためにコンピューター・プログラムを用いる。

この手法は，一つの変数の動きを決定するうえで重要な主たる影響を孤立化し，それらをグ
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ループとしてまとめうる諸成因を認定することを意味する。

65．経路分析特定の変数の動きに対する影響をモデル化するもう一つの方法は幾人かの社会

学者が用いている経路分析である。経路分析は，研究者が特定する事象の理論的な前後関係

を用いる。このモデルに適合させられたデータは，広い分野の異なった源泉からえられ，こ

のタイプのモデルは多様な経験的発見を総合するのに適切である。回帰分析は諸変数の間の

依存関係を分析するのに用いられる。しかし，経路分析は変化の過程を，分析の相異なる段

階において異なった変数が支配的な影響をもっている回帰的な系列と基本的にみなすのであ

る。

Ｄ結論：この枠組の利用

66．ここで述べた分析的手法は，整合的で総合化されたデータが手に入るときに，利用でき

る多くの手段のいくつかを単に説明するためのものである。しかし，社会・人口統計の総合化

された枠組の最も重要な，そして最もひんぱんな利用のいくつかは，ここに略述したタイプ

のどの形式的な分析手法をもふくまないということを注意しておくことが有効である。この

枠組の主要な価値は，おそらく，それを形式的なモデル化の過程に用いることにはない。こ

の点はモーサーが指摘した。⑫

「うまく開発されたＳＳＤＳは，確かに諸問題を解決すること，政策を基礎づけること，

分析的なそして予測モデルの基礎を準備すること，諸問題を監視することに役立ちうる。し

かし，それは何よりもまず，社会的諸条件のより総合的な叙述を用意できるし，諸政策を発

展させうる問題の出発点の次元を押し上げることができる。……さらに，ＳＳＤＳの枠組は

データ戦略にとっての貴重な基礎である。センサスとサーヴェイの計画および管理データの

発展は，（基礎的データかあるいは表の形での）総括的な枠組みをもつことによって助けら

れ，空白，重複や同種のものが見えてくる……。基本的な統計体系がＳＳＤＳによって改善

されるように，その政策的有効性も改善されるであろう。国民勘定一そして後に再び投入・

産出分析もそうであったが－の初期にはその有効性について多くの疑問があったということ

を忘れるべきでない。そしてＳＳＤＳが現在同じ段|砦にあるのである。

注

(ｌ０１ＡｌｅｘａｎｄｅｒＳｚａｌａｉ編集「時間の利用」（ＴｈｅｕｓｅｏｆＴｉｍｅ）（Ｍｏ－

ｕｔｏｎ：Ｈａｇｕｅ，１９７２）

国連刊行物，ｓａｌｅｓ，Ｎｏ．Ｅ

ＳＴソＥＳＡ／SＴＡＴ，７５第７５．

⑪

⑫

７１．ＸⅢ５

７７，７８節
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景

土閂

付録Ｉ歴史的

1．社会，人口および関連統計を総合するための枠組についてと，社会指標とについての国連

統計局の作業は，１９６９／１９７０年にはじめられ,(a)これは１９７０年５月の文書「人

口・マンパワー･社会統計の総合体系と，国民経済勘定体系との接合」（Ｅ／ＣＮ､３／394）

に終った。これは，統計委員会の第１６回総会とＳＳＤＳについての専門家グループの第１

回会合!b)による検討に向けられたものであった｡総合体系についての第二の文書は,その後，
１９７１年４月に「人口・マンパワー・社会統計体系：系列，分類，社会指標」（ＳＴ／Ｓ

ＴＡＴ／４９）として用意され，コメントを受けるため広く配布された。それはヨーロッパ

統計家会議の社会・人口統計体系についての作業部会の第２回会合とアフリカとアジアでの

会合で討議されたJc）Ｅ/CN､３／394が,体系のﾃﾞｰﾀを用いるための分析的モデ

ルに専心しているのに対し，ＳＴ／ＳＴＡＴ／４９は主として，体系の目的，範囲，概念，

基本系列，分類と社会指標をとりあげた。

２．sＴ／ＳＴＡＴ／４９についてのそれらの討議とコメントにもとづいて，統計委員会の第

１７回総会での検討のために，改訂版である「人口・社会統計体系と，その国民経済勘定と

の接旬（Ｅ／ＣＮ、３／４３２，１９７２年４月）が用意された。これはまたＣＥＳの作業

部会の第３回金製ﾗﾃﾝｱ〆リカ経済委員会のSSDSの作業部会(１９，２鱸)によっ
て討議された。その後，Ｅ／ＣＮ、３／３９４からの分析モデルと，Ｅ／ＣＮ、３／４３２

からの基本系列，分類，社会指標とについての資料が拡大，改善，結合されて新しい文書「

社会・人口統計体系の方向（初版）」（ＳＴ／ＳＴＡＴ、６８）となった。これは広く配布

され,SSDSについての専門家ｸﾞﾙｰﾌﾟの蕊２回会合で討議された』･）これらと初期の
討議とコメントにもとづいて，例と適用についての新しい節が用意され，今日までの作業の

結果の包括的な技術的報告書，１９７５年に発行された「ＳＳＤＳの方向」，(f）にふく
められた゜

注

a）ＲｉｃｈａｒｄＳｔｏｎｅが教育統計についてのＣＥＳ／ＵＮＥＳＣＯ共同のワーキン

グ・グループのために用意したメモ「社会・人口勘定と経済勘定体系との関連での教育統

計」にもとづく。

ｂ）第１回会合報告（Ｅ／ＣＮ、３／４１６，１９７０年８月）

c）第２回会合報告（ＣＥＳ／ＷＧ、３４／７，１９７１年６月）：アフリカ経済委員会，
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アフリカ統計家会議第７回総合報告（Ｅ／ＣＮ、１４／５４７，１９７１年１０月）：ア

ジア極東経済委員会，社会統計についてのワーキソグ・グループの報告（Ａ３ＴＡＴ：Ｗ

ＧＳＳ／１２，１９７１年１０月）

。）第３回会合報告（ＣＥＳ／ＷＧ、３４／１１，１９７２年５月）

e）第２回会合報告（ＳＴ／ＳＴＡＴ、６９，１９７３年４月）

f）国連出版物，セールス・ナンバーＥ、７４．ＸＶ１１．８

付録Ｉ 社会・人口統計体系の開発に関するヨーロッパ

統計家会議と国連統計局の１９７２年～１９８０

年の作業計画の構成要素

Ｉ国連統計局が開催したＳＳＤＳについての会合

Ａｌ９７３年４月２３～２７日，ニユヨークで開催されたSSDSにつ`､て(D専P嫁ｸﾞﾙｰﾌﾟ第２回会合

文書；１．国連統計局の顧問であるＲ、Ｓｔｏｎｅ（英国）が用意した「ＳＳＤＳの方向，初

版」（.、ＴｏｗａｒｄｓａｎＳＳＤＳ（ＰｒｅｌｉｍｉｎａｖｙＶｅｒｓｉｏｎ）、､）（ＳＴ／Ｓ

ＴＡＴ、６８），（訳者注；版がちがうが，７４年１０月第１８回国連統計委員会に

提出されたものの第１部，第１，２章の邦訳は『国民経済計算ｍａ３０』５０年第１号

に所収また版は不明であるが，第２部の邦訳が経済研究所国民所得部「社会・人口統

計体系の方向」１９７６年３月（ガリ版印刷）として出ている。

２．第２回会合報告（ＳＴ／ＳＴＡＴ、６９）

Ｂ１１月１７～２．１日にニューヨークで開催された発展途上諸国のための社会統計とＳＳ

ＤＳについての専門家グループ

文書；1．国連統計局の顧問であるＳ・Ｃｈａｋｒａｖａｒｔｙ（インド）が用意した「発展

途上国のためのＳＳＤＳ草案」（“ＡｄｒａｆｔＳＳＤＳｆｏｒｄｅｖｅｌｏｐｉｎｇｃｏ

ｕｎｔｒｉｅｓ｡､）（ＳＴ／ＥＳＡ／ＳＴＡＴ、８６）

２．国連統計局が用意した「発展途上国における社会統計改善についての戦略論文草稿」

（噸Ａｄｒａｆｔｓｔｒａｔｅｇｙｐａｐｅｒｏｎｉｍｐｒｏｖｉｎｇｓｏｃｉａｌｓｔａｔｉ－

ｓｔｉｃｓｉｎｄｅｖｅｌｏｐｉｎｇｃｏｕｎｔｒｉｅｓ､､）（ＳＴ／ＥＳＡ／ＳＴＡＴ､８７）

３．専門家グループの報告（ＥＳＡ／ＳＴＡＴ／ＡＣ、３／２）

－２７－



ⅡＳＳＤＳについてのＣＥＳの作業部会の会合

Ａ第Ｓ回会合、ジュネーヴ、１ｓ７２年５月２２～２Ｓ日

文書；１．国連統計局が顧問であるＲ・Ｓｔｏｎｅの援助をえて用意した「人口・社会統計体系

とその国民経済勘定との接合」（唖ＡＳｙｓｔｅｍｏｆＤｅｍｏｇｒａｐｈｉｃａｎｄＳｏ

ｃｉａｌＳｔａｔｉｓｔｉｃｓａｎｄｉｔｓｌｉｎｋｓｗｉｔｈｔｈｅｓｙｓｔｅｍｏｆ－

ｎａｔｉｏｎａｌｅｃｏｎｏｍｉｃａｃｃｏｕｎｔｓＪ（Ｅ／ＣＮ、３／４３２，ＣＥＳ／

Ｇ、３４／１０，Ａｄｄｌと２）

２．ＥＣＥ事務局によるメモ「ＳＳＤＳの概念，定義，分類」（廻Ｃｏｎｃｅｐｔｓ，ｄｅ－

ｆｉｎｉｔｉｏｎｓａｎｄｃｌａｓｓｉｆｉｃａｔｉｏｎｏｆａｎＳＳＤＳ､､）（ＣＥＳ／ＷＧ、

３４／９）

３．第３回会合報告（ＣＥＳ／Ｗ，３４／１１）

Ｂ第４回会合、ジュネーヴ、１ｓ７４年ｓ月４～Ｓ日０

文書；１．関連機関が用意した諸報告にもとづいてＥＣＥ事務局が用意したメモ「社会指標に

ついての国際機関の作業の比較研究」（Ｃｏｍｐａｒａｔｉｖｅｓｔｕｄｙｏｆｔｈｅ

ｗｏｒｋｏｆｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎｓｏｎｓｏｃｉａｌｉｎｄ－

ｉｃａｔｏｒｓ）（ＣＥＳ／Ｗｐ、３４／１３）

２．国連統計局が用意した「ＳＳＤＳ；社会指標のガイドライン草案」（ＳＳＤＳ；

ｄｒａｆｔｇｕｉｄｅｌｉｎｅｓｏｎｓｏｃｉａｌｉｎｄｉｃａｔｏｒｓ）（Ｅ／ＣＮ、３／４５０

とＣＥＳ／ＷＰ、３４／１４）

３．第４回会合（ＣＥＳ／ＷＰ、３４／１５）

Ｃ第５回会合、ジュネーヴ、１ｓＴら年４月どＳ日～５月２日

文書；１．ＥＣＥ事務局の顧問であるＦ、ＢＷｈｉｔｅｈｅａｄ（英国）が用意した「ＳＳＤＳの

共通の概念，定義，分類」（Ｔｈｅｃｏｍｍｏｎｃｏｎｃｅｐｔｓ，ｄｅｆｉｎｉｔｉｏｎａｎｄ

ｃｌａｓｓｉｆｉｃａｔｉｏｎｓｏｆｔｈｅＳＳＤＳ），（ＣＥＳ/ＷＰｂ３４／１７）

２．第５回会合報告（ＣＥＳ／ＷＰ、３４／１８）

－２８－



Ｄ弟ら回会合、ジュネーヴ、１９７Ｇ年５月Ｓ～7日

文書；１．「ＳＳＤＳ；社会指標のガイドライン草案」（ＳＳＤＳ；ｄｒａｆｔｇｕｉｄｅｌｉｎｅｓ

ｏｎｓｏｃｉａｌｉｎｄｉｃａｔｏｒｓ），（Ｅ/ＣＮ３／４８８）

２．ＳＳＤＳについての将来作業の戦略」（Ｓｔｒａｔｅｇｙｆｏｒｆｕｒｔｈｅｒｗｏｒｋ

ｏｎａｎＳＳＤＳ）,〔Ｅ／ＣＮ６３／４８９）

３．ＳＳＤＳの選択された見地についての報告者グループの報告（後の部門Ｂを参照の

こと）

４第６回会合報告

ＥＳＳＤＳについての作業部会；ＳＳＤＳの選択された見地につい

ての報告者グループ

文書（第１次草案は１９７２～７３年，改訂案は１９７５～７６年に出来る予定）；

Ｌノルウェー中央統計局Ｅ，Ｈｏｆｆｍａｎが用意した「ＳＳＤＳ内の連係；討論のための

枠組」（ｍＬｉｎｋａｇｅｓｗｉｔｈｉｎＳＳＤＳ；Ａｆｒａｍｅｗｏｒｋｆｏｒｄｉｓｃｕｓｓｉｏｎ画）

（B皿／STATS／７３／、ｌ）

２．オランダ中央統計局Ｃ、Ａ、Ｏｏｍｅｎｓが用意した「ＳＳＤＳの部分体系とＳＮＡとの間

の連係の発展」（､､Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｏｎｌｉｎｋｓｂｅｔｗｅｅｎｔｈｅｓｕｂｓｙｓｔｅｍｓ

ｏｆｔｈｅＳＳＤＳａｎｄｔｈｅＳＮＡ､､），（IVm／ＳＴＡＴＳ／７３／D、２）

３．ドイツ連邦共和国の連邦統計局のＬ･Ｈｅｒｂｅｒｇｅｒが用意した「人口・教育・マンパワ

ー部分体係についての予備的方法論的考察」（ｕＰｒｅｌｉｍｉｎａｒｙｍｅｔｈｏｄｏｌｏｇｉｃ－

ａｌｃｏｎｓｉｄｅｒａｔｉｏｎｓｏｎｔｈｅｄｅｍｏｇｒａｐｈｉｃ，ｅｄｕｃａｔｉｏｎａｎｄｍａｎ－

ｐｏｗｅｒｓｕｂｓｙｓｔｅｍｓ､､），（IVm／ＳＴＡT／73／、３）

Ⅲ社会．人口統計の特定分野とそれらの

ＳＳＤＳとの関係についての会合

Ａヨーロッパ統計家会蟻と専門機関の共催の会合

1．保健統計についての協議，（ＷＨＯヨーロッパ地域事務局と共催）ジュネーヴ，１９７２

年１２月１１～１５日

－２９－



文書；(a）Ｊ・Ｋｎｏｗｅｌｄｃｎ（英国）が用意した「保健の部分体系の指定とＳＳＤＳとのつ

ながりにおけるその境界の定義」Ｃ､Ｉｄｅｎｔｉｆｉｃａｔｉｏｎｏｆｔｈｅｈｅａｌｔｈ

ｓｕｂｓｙｓｔｅｍａｎｄｔｈｅｄｅｆｉｎｉｔｉｏｎｏｆｉｔｓｂｏｕｎｄａｒｉｅｓｉｎ

ｔｈｅｃｏｎｔｅｘｔｏｆａｎＳＳＤＳ､Ｊ，（ＥＵＲＯ４９１３(2)／５）

（b）ＢｒｉａｎＡｂｅｌ－Ｓｍｉｔｈ（英国）が用意した「国民勘定・バランスと保健

についての社会サーヴィス勘定の体系内の保健の部分体系」（蛆Ｔｈｅｈｅａｌｔｈ

ｓｕｂｓｙｓｔｅｍｉｎｔｈｅｓｙｓｔｅｍｏｆｎａｔｉｏｎａｌａｃｃｏｕｎｔＢａｎｄｂａ－

ｌａｎｃｅｓａｎｄｏｆｓｏｃｉａｌｓｅｒｖｉｃｅａｃｃｏｕｎｔｓｆｏｒｈｅａｌｔｈ），

（ＥＵＲＯ４９１３(2)／5）

（c）ＭＥ／ＳＴＡＴ／７３／Ｄ、２の初版。先に注意した。（ＬＥ．(2)）

（d）協議報告（ＣＥＳ／ＷＧ，３６／７とＥＵＲＯ４９１３(2)／６）

2．文化統計についての会合，（ＵＮＥＳＣＯと共催），ジュネーヴ，１９７４年９月２３～

２７日

文書；(a）ブルガリアの８．Ｓｔａｎｅｖ教授が用意した「文化活動の統計に関係する主な問題」

（“Ｔｈｅｍａｉｎｐｒｏｂｌｅｍｓｐｅｒｔａｉｎｉｎｇｔｏｓｔａｔｉｓｔｉｃｓｏｆｃｕ－

ｌｔｕｒａｌａｃｔｉｖｉｔｙ、､），（ＣＥＳ／３２５とＵＮＥＳＣＯ：ＣＥＣ／AC、４４／2）

⑤ＵＮＥＳＣＯ事務局が用意した「文化と通信の分野の統計；現状と必要」（Ｓｔａ－

ｔｉｓｔｉｃｓｉｎｔｈｅｆｉｅｌｄｏｆｃｕｌｔｕｒｅａｎｄｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ；

ｐｒｅｓｅｎｔｓｔａｔｅａｎｄｎｅｅｄｓ､､）（ＵＮＥＳＣＯ；ＣＥＳ／ＡＣ４４／3）

（c）「ＳＳＤＳの方向（初版）」（ＳＴ／ＳＴＡＴ，６８）からの抜粋からなる「文化

統計のＳＳＤＳに対する関係」（Ｒｅｌａｔｉｏｎｓｈｉｐｏｆｃｕｌｔｕｒａｌｓｔａｔｉ－

ｓｔｉｃｓｔｏｔｈｅＳＳＤＳ､､），（ＵＮＥＳＣＯ:ＣＥＳ／ＡＯ４４／4／Rev、１）

（｡）スエーデン国家中央統計局が準備した「ＳＳＤＳの背景の下での時間と時間配分」

(⑬Timeandtime-budgetsinthecontextofanSSDSJ,

（ＵＮＥＳＣＯ；ＣＥＳ／ＡＯ４４／5）

（e）会合の報告（ＵＮＥＳＣＯ；ＣＥＳ／ＡＣ４４／６）

Ｂ会議と専門機関との共催て開かれる予定の会合

Ｌ教育統計についての第３回会合は，１９７６年４月２６～２３日，ジュネーヴで（ＵＮＥ

ＳＣＯと共催で）開かれ次の点を討議する予定である，(i)ＳＳＤＳの教育の部分体系,(Ⅱ)教

育の分野での第１次の社会指標，ＯＩＩ滴品とサーヴィスの国際標準分類（ＩＣＧＳ；Ｂ／CＮ

－３０－



３／４５７）における教育サーヴィスの分類，Iv）成人教育についての統計，(V）特殊教育

の統計，(ｖＯ個人データシステム。必要となれば次の共同の会合は１９７６～８０年に開か

れる予定である。

2．保健統計についての会合は１９７６／７７年に（ＷＨＯのヨーロッパ地域事務局と共催）

で開かれ次の点を討議する予定である。（i）ＳＳＤＳの保健の部分体系，その内容と他の部

分体系との接合をふくめて,(il）ＳＳＤＳにおける共通の分類として利用に適切な保健の分

類，Oii）保健の分野での第１次の社会指標,Ｗ）ＩＣＧＳにおける保健サーヴィスの分類，

及びおそらくＭ不健康についてのもつと包括的で信頼Q､おけるデータを収集する方法。必

要となれば次の共同の会合は１９７６～８０年に開かれる予定である。

3．（ＩＬＯとの共催による）１９７６／７７年のマンパワー統計についての会合は，(i)ＳＳ

ＤＳの稼得活動の部分体系に関して目的と内容，(ii）マンパワー統計の領域で，現存する標

準を推敲し新しい標準を発展させる必要，とを討議する予定である。

4．（ＵＮＥＳＣＯと共催の）文化統計についての第２回会合は，１９７７年あるいは１９７

８年に，第３回会合はおそらく１９７６～８０年の終りに向けて開かれる予定である。

ＣＳＳＤＳの統計の特殊分野で開かれる予定の会議の会合

1．（住民，建物および計画についてのＥＣＥ委員会と共催の）住居，建物および計画につい

ての専門家グループは，１９７６年にジュネーブで開催され，(i）動態統計と諸センサスと

の関係,(Ⅱ）ＳＳＤＳの住居の部分体系，iii）住居の情況についての１９７０年調査の内容，

について討議する予定である。

2．ＳＳＤＳの人口の部分体系についての会合は１９７６～７７年に開かれる予定である。

３．時間配分調査についての会合は１９７６年～１９８０年に開かれる予定である。

４犯罪と裁判の統計についての会合は，１９７７年あるいは１９７８年に開かれる予定であ

る｡

Ｄ社会・人口統計に関連する諸問題についてのその他の会議の会合

Ｌ移民統計についての第１回会合は，ジュネーブで，１９７３年９月１７～２１日に開かれ

た｡

文書；(a）国連統計局が準備した「国際移民統計の改善についての提案」（噸Ｐｒｏｐｏｓａｌｓ

ｆｏｒｔｈｅｉｍｐｒｏｖｅｍｅｎｔｏｆｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌｍｉｇｒａｔｉｏｎｓｔａ－

－３１－
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ｔｉｓｔｉｃＳ“），（ＳＴ/STAT、６５）

（b）国連統計局が準備した「国内移民統計の改善についての提案」（熱Ｐｒｏｐｏｓａｌｓ

ｆｏｒｔｈｅｌｍｐｒｏｖｅｍｅｎｔｏｆｉｎｔｅｒｎａｌｍｉｇｒａｔｉｏｎＢｔａｔｉ８ｔ－

ｉｃｓｍ）（ＳＴ／STAT、６６）

（c）第１回会合報告（ＣＥＳ／ＡＣ、４２／２）

２．移民統計についての第２回会合は，ジュネーヴで１９７５年４月１～３日に開かれた。

文書；(a）ＥＣＥ事務局によるメモ「ＥＣＥ諸国の間での移民統計」（“Ｓｔａｔｉｓｔｉｃｓ

ｏｆｍｉｇｒａｔｉｏｎａｍｏｎｇＥＣＥｃｏｕｎｔｒｉｅｓ､､），（ＣＥＳ／ＡＣ４２／4）

（b）第２回会合報告（ＣＥＳ／ＡＣ、４２／５）

３．（国際統計協会と人口の科学的研究に関する国際的連合との共同による）産出力調査につ

いての第１回会合は，ジュネーヴで１９７４年１月２８～３１日に開かれた。

文書；(a）ＷＦＳの中央スタッフのメモ「世界出産力調査ＩＣＴｈｅＷｏｒｌｄＦｅｒｉｌｉｔｙ

－Ｓｕｒｖｅｙ､､），（ＣＥＳ／ACb43／２）

０）ＥＣＥ事務局のメモ「ＥＣＥｊ１ｌｊ或における最近の出産力と家族計画調査」（`､Ｒｅｃ－

ｅｎｔｆｅｒｔｉｌｉｔｙａｎｄｆａｍｉｌｙｐｌａｎｎｉｎｇｓｕｒｖｅｙｓｉｎｔｈｅＥＣＥ

ｒｅｇｉｏｎ、､），（ＣＥＳ／ＡＣ、４３／３）

（c）ＷＦＳの中央スタッフとＥＣＥ事務局との協力の下での顧問によるメモ「既婚婦人

に対する出産年令の質問票，ＥＣＥと他の低出産力国についての変形」ＣＱＱｕｅｓｔ－

ｉｏｎｎａｉｒｅｆｏｒｅｖｅｒ－ｍａｒｒｉｅｄｗｏｍｅｎｏｆｃｈｉｌｄ－ｂｅａｒｉｎｇ

ａｇｅＷａｒｉａｎｔｆｏｒＥＣＥａｎｄｏｔｈｅｒｌｏｗ－ｆｅｒｔｉｌｉｔｙｃｏｕｎｔｒ－

ｉｅｓＪ，（ＣＥＳ／AC、４３／4）

（｡）ＥＣＥ事務局によるメモ「出産力に関する国際統計基準」（煙Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ

ｓｔａｔｉｓｔｉｃａｌｓｔａｎｄａｒｄｓｒｅｌｅｖａｎｔｔｏｆｅｒｔｉｌｉｔｙｓｕｒｖｅｙｓ

、､），（ＣＥＳ／ＡＯ４３／5）

（e）第１回会合報告（ＣＥＳ／ＡＣ、４３／６）

４．（国際統計協会と人口の科学的研究に関する国際的連合との共同による）出産力調査につ

いての第Ｚ回会合は，ジュネーヴで１９７５年１０月３０～３１日に開かれた。

文書；い）ＷＦＳの中央スタッフが準備した「既婚婦人に対する出産年令の質問票，低出産力

国についての変形（改訂版），（ＷＦＳ／ＴＥＣＨ、１３８と２０１；ＣＥＳ／AＣ

４３／８）

０b）ＥＣＥ事務局のメモ「モデル質問票と低出産力国のための模型」（ｍＱＭｏｄｅｌｑｕ－

ｅｓｔｉｏｎｎａｉｒｅａｎｄｍｏｄｕｌｅｓｆｏｒｌｏｗ－ｆｅｒｔｉｌｉｔｙｃｏｕｎｔｒｉｅｓ
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画），（ＣＥＳ／ACb43／９）

（c）ＷＦＳの中央スタッフが準備した「国の報告のためのガイドライン；低出産力国の
ための変形」（噸ＧｕｉｄｅｌｉｎｅｓｆｏＴｔｈｅｃｏｕｎｔｒｙｒｅｐｏｒｔ；ｖａｒｉａ－

ｎｔｆｏｒｌｏｗ－ｆｅｒｔｉｌｉｔｙｃｏｕｎｔｒｉｅｓ画），(WFS／ＴＥＣｌＬ２３７；ＣＥＳ

／ＡＯ４３／１０）

（｡）ＷＦＳの中央スタツフガ準備した「一般化されたコンピューター編集のプログラム」

（､､ＧｅｎｅｒａｌｉｚｅｄｃｏｍｐｕｔｅｒｅｄｉｔｐｒｏｇｒａｍＢ、､），（ＣＥＳ／AC、４３／

１１）

（e）第二回会合報告（ＣＥＳ／ＡＣ、４３／１２）

１９７６年～８０年に開催予定のもの

1．移民統計の会合は１９７６年の後半に開く予定

2．人口と住宅の１９８０年セソサスのための勧告草案についての会合は１９７６年～７７年

に開く予定

３．世帯と家族の推定についての会合は，１９７６～８０年に開く予定

Ⅳ経済統計についてＳＳＤＳにつながりをもつ

他の分野ての、その他の関連する会議およびｉｉｉ計局の会合

Ａ１９７５年６月９～１３日にニューヨークで開かれた価格と数量についての専門家グルー

プ

文書，1．国連統計局が準備した「数量と価格統計の体系」ｃＡｓｙｓｔｅｍｏｆｑｕａｎ－

ｔｉｔｙａｎｄｐｒｉｃｅｓｔａｔｉｓｔｌｃｓＪ，（ＳＴ/ＥＳＡ／SＴＡＴ、７３）

２．専門家グループ報告（ＳＴ／ＥＳＡ／ＳＴＡＴ、８１）

Ｂ一般エネルギー統計の会合は１９７６年中にジュネーヴで開かれる予定である。

Ｃ福祉測定についての専門家は１９７６年３月２２～２６日にニューヨークで開かれる予定

である。

文書，１．国連統計局の顧問としてのＣ･Ｓａｕｎｄｅｒｓ教授が１９７６年２月に用意した「

国民勘定・バランスを補完する福祉測定の可能性」Ｃ、ＴｈｅｆｅａＢｉｂｉｌｉｔｙｏｆ－

ｗｅｌｆａｒｅ－ｏｒｉｅｎｔｅｄｍｅａｓｕｒｅｓｔｏｃｏｍｐｌｅｍｅｎｔｔｈｅｎａｔｉｏｎ－

ａｌａｃｃｏｕｎｔｓａｎｄｂａｌａｎｃｅｓＪ（Ｅ／ＣＮ、３／４７７），邦訳「国

民経済計算/妬３８，５２年第１号』所収

２．国連統計局が１９７６年２月に準備した「生活水準の報告統計における国の実践と計画」
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（“Ｎａｔｉｏｎａｌｐｒａｃｔｉｃｅｓａｎｄｐｌａｎｓｉｎｒｅｐｏｒｔｉｎｇｓｔａｔｉｓｔｉｃｓ

ｏｆｌｅｖｅｌｓｏｆｌｉｖｉｎｇ），（ＥＳＡ／ＳＴＡＴ／ＡＣ、４／２）

3．国連統計局が１９７６年３月に用意した「生活水準を測定する非貨幣的社会指標」（帆Ｎｏｎ

－ｍｏｎｅｔａｒｙｓｏｃｉａｌｉｎｄｉｃａｔｏｒｓｔｏｍｅａｓｕｒｅｌｅｖｅｌｓｏｆｌｉｖｉ－

ｎｇ､､），（ＥＳＡ／ＳＴＡＴ／ＡＣ、４／３）

４．１９７６年４月発行予定の専門家グループの報告（ＥＳＡ／ＳＴＡＴ／ＡＣ、４／４）

Ｄ１９７６年７月１２～１６日ジュネーヴで開催予定の公共部門統計についての会合は．と

くに，国連統計局が準備した「公共部門統計についての手引き草案」（｡､Ｄｒａｆｔｍａｎ－

ｕａｌｏｎｐｕｂｌｉｃｓｅｃｔｏｒ８ｔａｔｉｓｔｉｃｓＪ，（ＳＴ/ＥＳＡ／STAT、８５）を検討す

る。

付録ＨＳＳＤＳについての国際的ガイドライン

と分類の要約

Ａ人口の規模と構造

1．性，年令

ａ男，女(a）

ｂ年令「年令についての情報は，生年月日をうるか，最近の誕生日における年令を直接

開くことによって獲得しうる。最初の方法はふつうより正確な情報をもたらすが，数え上

げに無学な人を使うことはとりわけ難かしい，そしてともかく，それは答を完全な年令に

変えるという追加的な処理をふくむ。最新の誕生日の年令を直接たづねることは，過程を

より節約できるのだが，近似的な答を容易に許すわけだから正確性ではより劣る結果をも

たらす。しかしながら，かなりの割合の人々ｶﾐ正確に誕生日を云えないときには，適切な

質問になる｣(b）

解説表においては，セソサスの勧告は，人口を１才ごとと年令と性と５才きざみの年令グ

ループごとに製表することを勧告している（嵐１才以下，１～４才，８５才以上画を除い

て)(c）

ＳＳＤＳについてのヨーロッパ統計家会議の作業部会は，ＳＳＤＳのための共通の分類

は，年末の年令，すなわち，生年基準でえがかれるぺきことと，すぺての部分体系に共通

の鰯｣､限の分類は，年末の年令で規定される次の広いグループ，すなわち，Ｏ～１４才，

１５～２４才，２５～４４才，４５～６５才以上，をふくむべきことに賛成した｡(｡）

2．都市，農村；場所の大きさとタイプ
１９８０年の人口・住宅センサスのために用意されるはずの国際勧告に照らして吟味され
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るべき適用可能の国際的ガイドライン(e)はない。分類についての勧告された単位,Iま土地（ｌｏ

ｃａｌｉｔｙ），「隣接した建築に住民が生活しており名前あるいは地域的に認められた地位

をもつ……はっきりした人口の集団｣(f)である。
大きな都市，農村の分類の内部での区分が重要なことをＳＳＤＳについてのＣＥＳの作業

部会は次の例解で注意している，すなわち１０．０００～９９，９９９人，１００．０００～９９９，

９９９人および１０００．０００人以上である"）勧告されているｾﾝｻｽの分類は次のと

うり。すなわち地域区分なしの人口，２００人以下，２００～４９９人，５００～９９９人

１０００～１９９９人，２０００～４９９９人，５０００～９９９９人，１００００～１９，

９９９人，２０．０００～４９，９９９人，50.000～９９，９９９人，１００．０００～４９９，

９９９人，５００．０００人以上｡(ん）
3．地理的区域

勧告されたセンサスの分類は，大きな市民的区分，中位の市民的区分，主な土地(2)
4．国家的及び人種的起源

SSDSについてのCESの作業部会は三つのｱﾌﾟﾛｰﾁが用いられることを示した1１

1０

ａ市民権（法的国籍）基準

Ｉ国民

Ⅱ外国人

あるいは

ｂ出生国基準

Ｉ自国生まれ

ｉｉ外国生まれ

および／あるいは

ｃ次の基準で規定される国あるいは民族グループ

１人種

Ⅱ色

ｉｉｉ言語

ｉｖ宗教あるいは

ｖ慣習

5．社会・経済的地位と雇用に関する地位

雇用に関する地位(k）
ａ雇用
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ｂ自営業者

ｃ被雇用者

ｄ無給の家族従業者

ｅ生産協同組合のメンバー

ｆ地位区分不能

社会・経済的地位

所得その他の分布についての統計の草案体系の社会・経済階級分類は，後にセクション

Ｄに示す。社会・経済的地位についての国際的勧告はない。１９７０年センサスに向けて

のヨーロッパの勧告は次のとうりである。これは他の種々勧告された変数に基いて導き出

された分類である｡②
ａ農民

｜農業の雇い主

Ⅱ自営の農民

ｂ農業生産協同組合のメンバー

ｃ農業労働者

ｉ農場経営者・管理者

ｌｉその他の農業労働者

。農業，建設業，商業，輸送およびサーヴィス業における雇主と自営業者

Ｉ雇主

Ⅱ自営業者

ｅ自由および関連職業

ｆ経営者，公務員および官僚

｜工業，建設業，商業，輸送およびサーヴィス業の経営者

Ⅱ公務員および官僚

ｇ中級雇用者

ｈ雇用者；事務および販売労働者

｜監督者および政府高級職員

ｉｉ他の事務および販売労働者

ｉ雇用者；肉体労働者

｜監督者

｜ｉ熟練，半熟練および専門労働者

ｉｉｉ労働者
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ｊ非農業の生産協同組合のメンバー

ｋ雇用者；サーヴィススタッフ

Ｉ監督者

Ⅱ他のサーヴィス労働者

1軍隊のメンバー

、他に分類されない経済活動人口

、生計の主たる源泉が年金，社会的給付や年金以外の援助金あるいは財産ないし他の投資

からの収入である人。

他人に扶養されている人（その扶養者のカテゴリーに応じて区分されてもよい）

ＣＥＳの作業部会は，社会．経済分類についての今後の作業は，１９７０年センサスにお

ける上述の分類の有効性を再考する中で考察されるべきこと，要約した分類の可能性を研

究すべきことに同意した。

Ｂ家族構成，家族と世滞7

1世帯の規模とタイプ

適用可能な国際的ガイドラインはない｣､）センサスの勧告は世帯を規模について次のよ

うに区分している。，すなわち１人，２人……9人，１０人以１０）

2．家族の規模とタイプ

子供なしの夫婦

夫婦と１人以上の未婚の子供

父親と１人以上の未婚の子供

母親と1人以上の未婚の子供

ｃ社会階級，階層と移動性

社会・経済的階級に対応する分類に関する国際的ガイドラインは，次にＤで論じられる。

Ｄ所得，消費及び蓄積の配分

1世帯を次の点に対応して，oに区分するJq）

ａ要素所得分布

ｂ可処分所得

２再計算のﾚﾍﾞﾙに応じて仕事を,｡に区分する!）
３世帯を次の点に対応して8に区分する!）

ａ総分配要素所得

ｂ総可処分所得

ｃ最終消費支出
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4．社会．経済的階級(t）

Ｌ農業の雇主

１１.彼らの耕す土地を主として所有している

’2.彼らの耕す土地を主として借りている

２農業での自営業者

２１.彼らの耕す土地を主として所有している

２２.彼らの耕す土地を主として借りている

３農業外の雇主

３１.近代的部門

３２．伝統的部門

完全な体系の下では，経済活動分類の主要カテ

にふくまれる｡(u）

４農業外の自営業者

４１.専門的，技術的および類似の分野の従業者

４２.職人と'｣､商人

４３.その他

４２．は完全体系では除外される

５農業の雇用者

６農業外の雇用者

６１.管理者，監督者および専門的労働者

６２.事務，販売およびサービス労働者

６３.肉体労働者

６４.軍隊員

７世帯に住んでいる経済的に無活動な人

７１年金，社会的扶助給付，贈物で生活している者

７２.財産所得で生話している者

８施設で生活している者

（完全体系のみ）

Ｅ住宅とその環境

１生活している宿舎の特徴

ａ標準永久住居

ｂｌ室だけの住居

,経済活動分類の主要カテゴリー２～９は，カテゴリー３７～3８
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ｃ住宅内に水道あり

ｄ100メートル以内に水道あり

ｅ電灯あり

２住居の所有タイプ

ａ所有者居住

ｂ他人所有

Ｆ時間配分と余暇の利用

時間の利用

適用可能な国際的ガイドラインはない。’２国の研究者によって検討されてきた解説的分

類は次のとうりである。

１職業

２家事と子供

ａ料理，食事用意

ｂ掃除，洗たく（ｃｌｅａｎｉｎｇ，ｗａｓｈｉｎｇｕｐ）

ｃ洗たく室，修理（ｌａｕｎｄｒｙ，ｍｅｎｄｉｎｇ〕

ｄ子供の世話

ｅ買物，園芸その他

３個人的必要

４自由時間

ａ学習と参加

ｂテレビ視聴

ｃ読書，ラジオ，映画

ｄ活動的スポーツと室外活動

ｅその他

Ｇ社会保障と福祉サーヴィス

プログラムのタイプ

適用可能な国際的ガイドラインはない｡国際統計の編集で用いられている分類は次のとう

り。(y）

１社会保障と関連体系

ａ雄産婦病

ｂ職業災害

ｃ年金
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。失業

２家族手当

３公的保健サーヴィス

４公的雇用者，軍隊と市民

５公的扶助と比較体系

６戦争と被災者

Ｈ学習活動と教育サーヴィス

教育水準(z）

０第１水準以前の教育

１第１水準の教育

２－３第２水準の教育

５～６第３水準の第１段階の教育

７第３水準の第２段階の教育

８水準で規定しえない教育

Ｉ稼得活動，雇用サーヴィスと無活動者
（ａａ）

１不完全就業

ａ明らかな不完全就業

｜失業者数

Ⅱ次の点に従っての被雇者の分類に基く不完全就業者数

（a）週当り労働時間；１５時間未満，１５～３４，３５～３９，４０～４７，４８時

間以上

（b）週当り労働日数，２日未満，２～４，５日以上

｜Ⅱ上述のii(a)と(b)にもとづくの大きさ
（ｂｍ

ｂ明らかでない不完全就業

２職業(ｃｃ）

ｏ／１専門的，技術的および関連職業従事者

２行政及び管理的職業従事者

３事務及び関連職業従事者

４販売従事者

５サービス職業従事者

６農業，牧畜業，林業従事者，漁業および狩猟業者

７／8／９生産および関連従事者，運搬施設操作者，従事者
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Ｘ職業区分不能

軍隊一軍隊のメンバー

』保健と保健サーヴィス

，疾病，傷害，死因（ｄｄ）
Ｉ伝染病および寄生虫病

Ⅱ新生物

Ⅲ内分泌，栄養および代謝の疾患

Ⅳ血液および造血器の疾患

Ｖ精神障害

Ⅵ神経系および感覚器の疾患

Ⅶ循環器系の疾患

Ⅷ呼吸器系の疾患

’ｘ消化器系の疾患

ｘ性尿器系の疾患

ｘ’妊娠・分娩および産褥の合併症

ｘ'１皮膚，および皮下組織の疾患

ｘｎ１筋骨格系および結合識の疾患

ｘⅣ先天異常

ＸＶ周産期疾病および死亡の主要原因

ＸＶ１症状および診断不明確の状態

ＢＸＶ１１不慮の事故，中毒および暴力（外

NXVll不慮の事故，中毒および暴力（傷

２身体磧害

不慮の事故，中毒および暴力（外因別）

不慮の事故，中毒および暴力（傷害の性質別）

身体障害

ＳＳＤＳについてのＣＥＳの作業部会による開発のための勧告（ｅｅ）
（ｆｆ）

病院のタイプ

ａ総合病院

ｂ精神病以外の専門病院

ｃ精神病院と施設

ｄ医療センター，産院センター

ｅ看護および回復ホーム

ｆ医療クリニック

９歯科クリニック

-４１－
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４病院サーヴィスのタイプ（”）
ａ一般医薬分野でのサーヴィス

ｂ伝染病の分野でのサーヴィス

ｃ結核と胸の病気の分野でのサーヴイスー病院

ｄ皮膚病，性病の分野でのサーヴイスー病院

⑧らい病の分野でのサーヴィス

ｆ外科サーヴイスー病院

９婦人科と産科サーヴイスー病院

ｈ小児科サーヴイスー病院

ｉ耳印因喉科分野のサーヴイスー病院

ｊ眼科サーヴイスー病院

ｋ癌の分野のサーヴィス

１慢性病の分野のサーヴィス

、精神病と神経病の分野のサーヴイスー病院

、他に分類されない病院サーヴィス

５栄養基準と分類

これらはＷＨＯ／ＦＡＯの共同専門家委員会の技術報告で論じられている｡(Ｍ）
Ｋ公共秩序と安全，犯罪者とその罪

実行可能な国際的ガイドラインはない。

Ｌ関連する分類
“）

１経済活動の種類

ａ農業，狩猟業，林業，漁業

ｂ鉱業と採石業

ｃ製造業

ｄ電気，ガス，水道業

ｅ建設業

ｆ卸・小売業，レストラン，ホテル業

ｇ運送，倉庫，通信業

ｈ金融，保険，不動産業，事業サーヴィス

ｉ共同体，社会的ならびに個人的サーヴィス

２政府の諸目的（jj）

１一般的公共サーヴィス

-４２－



この１．３は公共秩序と安全である。

２国防

３教育

３．１一般行政，規制と調査

３．２学校，大学その他の教育施設；補足的なサーヴィス

３．２．１前初等教育

３．２．２初等教育

３．２．３補足的サーヴイスー前初等および初等教育

３．２．４二次教育

３．２．５三次教育

うち３．２．５．３医療計画，３．２．５．４は補足的サーヴィス

４保健

４１一般行政，規制と調査

４．２病院クリニック

４．２．１普通病院

４．２２精神病院以外の専門病院

４２．３精神病院と施設

４．２．４医療センター，産院センター

４．２．５看護および回復ホーム

4.2.6医療クリニック

4.2.7歯科クリニック

４．３個人の保健サーヴィス

５社会保障および福祉サーヴィス

5.1社会保障と扶助

５．２福祉サーヴィス

６住民と共同体の快適さ

７他の共同体と社会的サーヴィス

８経済的サーヴィス

９他の諸目的

うち９．３は疾病と他の災害との関連での支出

３制度的諸部門（ｋｋ）

１非金融企業，法人と準法人

－４３－
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２金融諸制度

３一般政府

４世帯に奉仕する私的非営利団体

５私的非営利・法人企業をふくむ世帯

４世帯道具とサーヴィス（’’）

１食料，野菜，タバコ

２被服とはきもの

３家賃総額，燃料と電力

４家具備品，世帯設備と操作

５医療，保健費用

６交通と通信

７リクレーション，娯楽，教育と文化サーヴィス

うち７．４は教育

８雑費

注

ａ「１９７０年人口センサスのための原則と勧告」（ＰｒｉｎｃｉｐｌｅＢａｎｄＲｅｃｏｍｎｌ‐

ｅｎｄａｉｏｎｓｆｏｒｔｈｅｌ９７０ＰｏｐｕｌａｔｉｏｎＣｅｎｓｕｓｅｓ），国連出版物,セー

ルスＮｏ．Ｅ６６７．ＸＶ１１Ｌ３，２７６節

ｂ同上１７節

ｃ同上３１３節説明図

。ヨーロッパ統計家会議，社会人口体系についての作業部会第５回会合報告，１９７５年

４月２８日～５月２日ジュネーヴ開催（ＣＥＳ／ＷＰ、３４／１８）。１６－１９節

ａに同じ，２９８－２９９節，ｄに同じ，１５節

ａに同じ，２３２節

ｄに同じ

ａに同じＰａｒｔＶエ，ｓｅｃｔｉｏｎＣ，説明図２

ａに同じ，ＰａｒｔＶエｓｅｃｔｉｏｎ２，説明図４さらにｄに同じ１４節，ａに同じ２９８

－２９９節

。に同じ２０－２１節

。に同じ２８１節

ｅ
Ｆ
Ｌ
ｇ
Ｕ
ｈ

1

ｆ
ｋ

－４４－



ｌ「１９７０年人ロセソサスのためのヨーロッパの勧告」（ＥｕｒｏｐｅａｎＲｅｃｏｍｍｅｎ－

ｄａｔｉｏｎｆｏｒｔｈｅｌ９７０ＰｏｐｕｌａｔｉｏｎＣｅｎｓｕｓｅｓ），国連刊行物

ｾｰﾙ采Ｎｏ．Ｅ、６９Ⅱ，Ｅ/Ｍｉｍ，１７

ｍｄに同じ３３節

、ａに同じ２１８－２２１節，ｄに同じ２４－２７節

Ｃａに同じｐａｒｔⅥＳｅｃｉｏｎ２説明図４

ｐａに同じ２１５節，ｄに同じＺ８節

ｇ「所得，消費と蓄積の分配体系草案」（Ａｄｒａｆｔｓｙｓｔｅｍｏｆｓｔａｔｉｓｔｉｃｓ

ｏｆｔｈｅｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎｏｆｉｎｃｏｍｅ，ｃｏｎｓｕｍｐｔｉｏｎａｎｄａｃｃｕｍ－

ｕｌａｔｉｏｎ，〃Ｅ／ＣＮｂ３／４２５，７９－８６節表５ａと１６ａ

ｒ同上，表１３ａ

ｓ「所得，消費と蓄積の分配，発展途上諸国のガイドライン草案」（Ｓｔａｔｉｓｔｉｃｓｏｆ

ｔｈｅｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎｏｆｉ、ｃｏｍｅ，ｃｏｓｕｍｐｔｉｏｎａｎｄａｃｃｕｍｕｌａｔｉｎｎ

；ｄｒａｆｔｇｕｉｄｅｌｉｎｅｓｆｏｒｔｈｅｄｅｖｅｌｏｐｉｎｇｃｏｕｎｔｒｉｅｓ〃）Ｅ／

ＣＮ、３／４６２１５０節，表２ａ，７ａ，１０ａ

ｔｑと同じ，表２，ｓと同じ表２

ｕ「経済活動の国際標準産業分類」（ＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＳｔａｎｄａｒｄｌｎｄｕｓｔｒｉ－

ａｌＣｌａｓｓｉｆｉｃａｔｉｏｎｏｆＡ１１ＥｃｏｎｏｍｉｃＡｃｔｉｖｉｔｉｅｓ），国連刊行物，

セールス Ｎｏ．Ｅ、６８．ｘｖｌ１．８

ｖ「１９７０年住宅センサスのための原則と勧告」（ＰｒｉｎｃｉｐｌｅｓａｎｄＲｅｃｏｍｍｅ－

ｎｄａｔｉｏｎｓｆｏｒｔｈｅｌ９７０ＨｏｕｓｉｎｇＣｅｎｓｕｓｅｓ），国連刊行物，セールス

Ｎｏ．Ｅ、６７ｘｖｌ１．４，２３９節，これらの特徴は相互に排他的でない。

ｗ同上，３２７－３２９節，ＳＳＤＳについてのＣＥＳの作業部会，ｄに同じ，４９節

ｘ「時間の利用」（ＴｈｅＵｓｅｏｆＴｉｍｅ），Ａ１ｅｘａｎｄｅｒＳｚａｌａｉ，Ｍｏｕｔｏｎ，'一グ，

１９７２年；「ＳＳＤＳの方向」（ＴｏｗａｒｄｓａｎＳＳＤＳ）に要約されている。

表２７．１～２７．３

ｙ「社会保障の費用」（ＣｏｓｔｏｆＳｏｃｉａｌＳｅｃｕｒｉｔｙ）ＩＬＯ，ジュネーヴ（第１

版，１９７２）

ｚ「教育の国際標準分類（ＩＳＣＥＤ），３段階分類体系」（ＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｍａｌＳｔ－

ａｎｄａｒｄＣｌａｓｓｉｆｉｃａｔｉｏｎｏｆＥｄｕｃａｔｉｏｎ（ＩＳＣＥＤ），ＴｈｒｅｅＳｔ－

ａｇｅＣｌａｓｓｉｆｉｃａｔｉｏｎＳｙｓｔｅ、），ＵＮＥＳＣＯ，パリ，１９７４年

ａａ「不完全就業とマンパワーの低利用の測定と分析についての決議」（Ｒｅｓｏ１ｕｔｉｏｎ

－４５－
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ｃｏｎｃｅｒｎｉｎｇｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔａｎｄａｎａｌｙｓｉｓｏｆｕｎｄｅｒｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔ

ａｎｄｕｎｄｅｒ－ｕｔｉｌｉｚａｔｉｏｎｏｆｍａｎｐｏｗｅｒ）第１１回国際労働統計

家会議で採択，「労働統計の国際勧告」（ＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＲｅｃｏｍｍｅｎｄａｔｉ－

ｏｎｓｏｎＬａｂｏｕｒＳｔａｔｉｓｔｉｃｓ）ＩＬＯ，ジュネーヴ，１９７６年，第２章に

リプリント

ｂｂ［明らかでない狼完全就業は，第一に，労働資源の配置のミスか，労働と他の生産要素と

の間の基本的アソパランスを反映する分析的概念である。特徴的なあらわれは低所得，

熟練の低利用，低生産性である。」同上，第２章，ＳｅｃｔｉｏｎＤ

ｃｃ「国際標準職業分類」（ＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＳｔａｎｄａｒｄＣｌａｓｓｉｆｉｃａｔｉｏｎ

ｏｆＯｃｃｕｐａｔｉｏｏｓ（ＩＳＣＯ）），ＩＬＯ，ジュネーヴ，１９６９年

。。「国際疾病死因統計分類のマニユア1Ｊ（Ｍａｎｕａｌｏｆｔｈｅｌｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ

ＳｔａｔｉｓｔｉｃａｌＣ１ａｓｓｉｆｉｃａｔｉｏｎｏｆＤｉｓｅａＢｅｓ，ｌｎｊｕｒｉｅｓａｎｄ

ＣａｕｓｅｓｏｆＤｅａｔｈ）１，２巻，ジュネーヴ，１９６６年

ｅｅ同上，４６節

「政府目的の分類の詳細草案」（ＤｒａｆｔｄｅｔａｉｌｉｎｇｏｆｔｈｅＣ１ａｓｓｉｆｉ－ｆｆ

ｃａｔｉｏｎｏｆｔｈｅｐｕｒｐｏｓｅｓｏｆｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔ），Ｅ／ＣＮ、３／４７９．

付録の４２項

９９「国際標準商品サーヴィス分類草案（ＩＣＧＳ）」（Ｄｒａｆｔｌｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ

ＳｔａｎｄａｒｄＣ１ａｓｓｉｆｉｃａｔｉｏｎｏｆＡｌｌＧｏｏｄｓａｎｄＳｅｒｖｉｃｅｓ（Ｉ

ＣＧＳ）），Ｅ／ＣＮ、３／４５７，１ＣＧＳクラス４３３１１１

ｈｈ「エネルギーと蛋白質要求」（ＥｎｅｒｇｙａｎｄＰｒｏｔｅｉｎＲｅｑｕｉｒｅｍｅｎｔ），

ＦＡＯ／ＷＦＯの共同特別委員会報告，技術報告，シリーズ妬５２２，ＷＨＯ，ジュネ

ーヴ，１９７３年

ｉｉｕに同じ

ｊｊｆｆに同じ

ｋｋ「国民勘定体系」，（ＡｓｙｓｔｅｍｏｆＮａｔｉｏｎａｌＡｃｃｏｕｎｔｓ），国連出版物，

セールス応Ｅ、６９ＸＶ１１．３ニューヨーク，１９６９年表５．１

１１同上，表６１
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